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第１章 経営戦略の策定及び見直しの趣旨 

 

１ 背景と目的 

本市の公共下水道事業は、昭和 27 年に中心市街地の雨水排除及び浸水防止を目的として、事業認

可を受け整備に着手し、汚水処理については昭和 43 年に一ヶ岡下水処理場が供用開始したのを皮切

りに、市街地の発展にあわせて区域拡大を図りながら整備を進めてきました。また、「農業集落排水事

業」や、「漁業集落排水事業」、「浄化槽事業」についても取り組み、「生活環境の改善」「公共用水域の

保全」に努めてきました。 

これまで進めてきた整備により本市が抱える施設は、事業開始から約 70 年が経過する中、施設の

老朽化が進んでいることから、改築・更新について取組を強化する必要があります。また昨今、大型

化する台風や局地的集中豪雨に起因する浸水被害の軽減対策や、南海トラフ地震などの大規模災害に

備えるための耐震化などの対策も急務となっています。 

さらに、人口減少や節水型機器の普及、ライフスタイルの変化などによる使用量の減少など、公営

企業をめぐる経営環境が厳しさを増す中、平成 26 年８月に総務省から「公営企業の経営に当たって

の留意事項について」が発出され、公営企業の中長期的な経営の基本計画となる「経営戦略」の策定

が要請されました。 

このため、本市においても、総務省の通知に基づき、下水道事業の経営基盤の強化と財政マネジメ

ントの向上に取り組むため、平成 29年３月に平成 29年度から令和８年度までを計画期間とする「延

岡市下水道事業経営戦略」を策定し、令和３年３月に一部事業費の見直しに伴い改定を行いました。 

 

２ 見直しの経緯 

令和２年３月に国土交通省「社会資本整備総合交付金等の交付にあたっての要件等の運用について」

の通達において、下水道使用料の改定の必要性に関する検証を行うとともに、検証結果を踏まえ、公

共下水道の経費回収率の向上に向けたロードマップを経営戦略に記載することと規定され、令和４年

１月に総務省「「経営戦略」の改定推進について」の通達において、策定した経営戦略に沿った取組

等の状況を踏まえつつ、ＰＤＣＡサイクルを通じて質を高めていくため、３年から５年内の見直しを

行うことの重要性が示されました。 

このため、近年の物価高騰等の影響を事業費に反映し、新たに本計画を改定するものです。 

 

３ 計画期間 

本経営戦略の計画期間は、令和７年度から令和 16年度までの 10年間とします。また、計画見直し

については、５年ごとを原則とし、乖離が大きくなった場合は随時行うものとします。 

 
 

2016 
H28 

2017 
H29 

･･･ 
2024 
R6 

2025 
R7 

2026 
R8 

2027 
R9 

2028 
R10 

2029 
R11 

2030 
R12 

2031 
R13 

2032 
R14 

2033 
R15 

2034 
R16 

経営戦略計画期間（前期） 策定              

経営戦略計画期間（今期）    見直し           
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第２章 事業概要 

 

１ 基本方針 

地方公営企業である下水道事業は、使用料収入をもって経営を行う「独立採算制」を基本原則とし

ています。しかし、人口減少の進行、節水機器の普及等による下水道使用料の減少に加えて、施設の

老朽化に伴う投資の増大や、近年大型化する台風や頻発する集中豪雨に対する浸水被害軽減対策や、

将来発生が予想されている南海トラフ地震への対策等、今後の下水道事業を取り巻く経営環境はます

ます厳しくなることが見込まれる中で、安定的なサービスの継続のためには、経営の健全化に向けた

取組が必要になります。 

このため本市では効率的で持続可能な下水道事業経営の実現に向け、“環境保全のための汚水処理”、

“施設の統廃合による強化”、“浸水防除のための雨水処理”、“経営の効率化”を下水道経営の基本方

針として、経営戦略を策定します。 

 

①環境保全のための汚水処理 

現在事業を行っている地区については早期完成に努め、整備に着手できていない地区につきまし

てもさらなる普及推進に取り組みます。また、処理場やポンプ場等の老朽化対策については、日常

の維持管理を行いながら計画的な改築更新、地震・津波対策に継続して取り組みます。供用開始さ

れた地区においては整備効果を高めるため水洗化の取組等を行います。 

 

②施設の統廃合による強化 

「延岡市下水道広域化推進総合事業に関する計画」や「社会資本総合整備計画」等に基づき適正

な維持管理を行うため、施設の統廃合を進めます。 

 

③浸水防除のための雨水処理 

浸水被害を軽減するため緊急性や経済性を考慮した施設整備に努め、既存施設の徹底した点検及

び維持管理による「水害に強いまちづくり」を目指します。 

 

④経営の効率化 

 公営企業として安定した経営基盤の構築を目指します。 
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２ 事業の現況 

本市の下水道事業は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、漁業

集落排水事業、浄化槽事業の５事業で構成されています。平成19年４月に地方公営企業法の適用を

行い、一つの公営企業会計として運営しています。 

 

（１）施設 

①公共下水道事業（特定環境保全公共下水道を含む） 

主として市街地における下水道を排除し、又は処理するために地方公共団体が管理する下水道を

公共下水道と呼びます。また、公共下水道のうち都市計画区域以外の地域において設置される下水

道を特定環境保全公共下水道と呼びます。 

②農業集落排水事業 

農業集落における農業用水の水質保全及び生活環境の改善を図り、生産性の高い農業の実現と活

力ある農村社会を形成することを目的とした事業です。 

③漁業集落排水事業 

漁業集落における漁港や漁場の水質保全及び生活環境の改善を図り、生産性の高い漁業と豊かで

明るい漁村を形成することを目的とした事業です。 

④浄化槽事業 

市が設置主体となって戸別の浄化槽を特定の地域を単位として整備し、し尿と雑排水を併せて処

理することにより、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的とした事業です。 

 

 公共下水道※１ 農業集落排水 漁業集落排水 浄化槽 

供用開始年度 

（供用開始後年数） 

昭和 43 年度 
（55 年） 

昭和 59 年度 
（39 年） 

平成２年度 
（33 年） 

平成 18 年度 
（17 年） 

令和５年度末 

処理区域内人口密度 42.3/ha 11.2/ha 22.9 人/ha ― 

処理区数 ４ ７ ２ ― 

処理場数 ４ ７ ２ 84 基（浄化槽設置数) 

法適非適の区分 全部適用 

流域下水道等への接続 無 

広域化・共同化 
 最適化実施状況※２ 

農業集落排水施設の老朽化に際しては、処理場を廃止し近接する公共下水道へ接続することで経営
の効率化と維持管理費の削減を図っており、平成 24 年度に祝子地区、令和４年度に行縢地区を農

業集落排水から公共下水道への接続を実施している。 

※１特定環境保全公共下水道を含む  

※２「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。 

「共同化」とは複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同

化を推進するための計画に基づき実施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の

事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。 

「最適化」とは、①他の事業との統廃合。②公共下水・集排・浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適な

ものを選択すること（処理区の統廃合を含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。 
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（２）使用料 

本市の下水道使用料は、下表のとおりです。一般汚水の使用料体系は、基本使用料と従量使用料

の合計額に消費税を加算したものになります。基本使用料には、５㎥の基本排除汚水量を設けてい

ます。従量使用料は逓増制を採用し、排除汚水量に応じて、区分ごとに単価を設定しています。 

 

平成 24 年４月１日改定(消費税別) 

汚水の種類 
基本使用料 従量使用料 

排除汚水量 金額 排除汚水量 金額(１㎥につき) 

一般汚水 ５㎥まで 611 円 

５㎥を超え 10 ㎥まで 110 円 

10 ㎥を超え 20 ㎥まで 122 円 

20 ㎥を超え 30 ㎥まで 139 円 

30 ㎥を超え 40 ㎥まで 159 円 

40 ㎥を超え 50 ㎥まで 192 円 

50 ㎥を超え 100 ㎥まで 219 円 

100 ㎥を超え 500 ㎥まで 253 円 

500 ㎥を超える分 289 円 

その他汚水   

100 ㎥までの分 76 円 

100 ㎥を超え 500 ㎥まで 101 円 

500 ㎥を超え 1,000 ㎥まで 127 円 

1,000 ㎥を超える分 153 円 

浴場汚水 10 ㎥まで 1,161 円 10 ㎥を超える分 35 円 

 

一般的に、１ヶ月間に家庭から排除される汚水の量は、およそ20 ㎥とされています。そのため、

総務省では従量制の使用料体系にあっては１ヶ月に20 ㎥の汚水を排除した場合の下水道使用料を、

下水道使用料の設定水準の妥当性を判断するための指標のひとつとしています。 

過去３年間の「条例上の使用料」と「実質的な使用料」を比較してみると次表のようになりま

す。差額は排除汚水量の増加によって単価が高くなる「逓増制」を採用しているためです。 

 

１ヶ月 20㎥あたりの使用料（消費税別） 

年度 条例上の使用料 

実質的な使用料※1 

公共下水道※2 農業集落排水 漁業集落排水 浄化槽 

令和３年度 2,381 円 2,885 円 3,084 円 2,536 円 2,480 円 

令和４年度 2,381 円 2,880 円 3,042 円 2,568 円 2,514 円 

令和５年度 2,381 円 2,880 円 3,094 円 2,553 円 2,477 円 

※１「実質的な使用料」とは、使用料収入の合計を有収水量の合計で除した値に 20 ㎥を乗じたもの（一般家庭のみでなく事業所

も含む） 

※２特定環境保全公共下水道事業を含む  
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（３）組織（令和６年４月１日現在） 

本市の上下水道局の組織については、下図のとおりとなっています。 

平成 19年４月から、下水道事業に地方公営企業法を全部適用しました。法適用に合わせて市水道

局と組織統合を行い、現在の「延岡市上下水道局」として事業運営を行っています。 

本市の下水道事業を担当する職員は、令和６年４月１日現在 34 人体制（下水道課 27 名、業務課

７名）となっています。組織の見直し等により平成 19年度から 17 年間で職員数を 11 人減らし、業

務の効率化を図りました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道事業を担当する職員数の推移（単位：人） 

 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 

事務職 10 9 11 10 10 9 10 10 10 10 10 12 11 11 11 11 11 11 

技術職 35 35 30 29 27 27 26 27 28 27 25 26 24 24 24 23 23 23 

合 計 45 44 41 39 37 36 36 37 38 37 35 38 35 35 35 34 34 34 

 

 

 

 

 

配水係 ６名 

排水設備係 ７名 

施設係 

計画建設係 

下水道課 
６名 

職員 27 名 

工務係 ７名 
職員 29 名 

６名 

維持管理係 

７名 

7 名 

上下水道局 

職員 75 名 

   職員 18 名 

水道課 

５名 

 

上 下 水 道 局 の 組 織 図 

３課：職員数 75 名 

業務課 

10 名 維持給水係 

計画係 

総務係 

経営企画係 

10 名 
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３ 民間活力の活用状況等 

 

（１）下水処理施設等維持管理委託 

平成 21年度から下水処理施設等（処理場、ポンプ場、マンホールポンプ場及び衛生センター）の維

持管理業務については、電気・水道等のユーティリティを含めた包括的民間委託を実施しており、施

設全体の維持管理・運転の効率化を図り、総合的なコスト削減を図っています。 

 

（２）上下水道料金収納業務等委託 

平成 30 年度から民間委託による料金センターを開設し、水道メーターの検針業務や上下水道料金

の収納業務など、窓口業務を含めた料金徴収に係る事務を包括的に委託し、業務の効率化を図ってい

ます。 

 

４ 経営健全化・効率化の取組 

本市では、下水道事業の経営健全化・効率化のため次のような取組を実施しています。 

平成19年度 地方公営企業法を適用し、水道事業と組織統合を行った。 

 使用料の改定を行った。（改定率 平均44.3％） 

 総務省の制度を活用し、高利率の企業債の繰上げ償還を行い、支払い利息の削減を行

った。 

平成21年度 下水処理施設の維持管理業務について、包括的民間委託を開始した。 

平成23年度 水道事業会計と会計システムの統合を行い、経費削減を行った。 

 総務省の制度を活用し、高利率の企業債の繰上げ償還を行い、支払い利息の削減を行

った。 

平成24年度 使用料の改定を行った。（改定率 平均25.0％） 

 祝子地区の農業集落排水施設の処理場を廃止し公共下水道への接続を行い、維持管理

費の削減を行った。 

平成30年度 上下水道料金の窓口・収納事務等の包括的民間委託を開始した。 

令和４年度 行縢地区の農業集落排水施設の処理場を廃止し公共下水道への接続を行い、維持管理

費の削減を行った。 
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５ 財政の状況 

 

（１）下水道使用料の状況 

下水道使用料は減少傾向となっています。令和５年度の使用料収入は約14億９千万円となってお

り、平成30年度の約16億１千万円から約１億２千万円減少しています。 

 

 

（２）繰入金の状況 

令和５年度の一般会計からの繰入金は基準内繰入金約８億６千万円、基準外繰入金約５億１千万

円となっており、平成30年度と比べ、基準内繰入金が約２億２千万円増加し、基準外繰入金が約６

千万円減少し、合計で約１億６千万円増加しています。 

 

1,621,785 

1,597,458 

1,557,000 
1,547,000 

1,526,000 

1,505,000 

1,610,894 

1,566,005 
1,563,803 

1,552,050 

1,516,273 1,487,290 

1,400,000

1,450,000

1,500,000

1,550,000

1,600,000

1,650,000

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

【使用料収入（税抜）】

計画（千円） 実績（千円）

609,511 

634,941 

602,956 

872,402 

806,000 

801,444 

779,000 

795,548 

758,000 

821,311 

746,000 

858,996 

681,603 

568,105 

719,571 

398,111 

468,000 

472,560 

504,000 
419,512 

523,000 535,033 

560,000 

512,138 

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000

1,100,000

1,200,000

1,300,000

1,400,000

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和5年度

【繰入金の推移】

基準内繰入金（千円） 基準外繰入金（千円）
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（３）企業債残高の状況 

令和５年度末の企業債残高は約231億円となっており、平成30年度の約272億円と比較し、約41億

円減少しています。 

 

 

（４）投資の状況 

平成30年度から令和５年度における投資の状況は約94億円となっており、前期計画の同じ期間内

における事業費見通し約88億円を約６億円上回っています。これは主に冠水常襲地区対策事業への

取組や資材価格の高騰や労務単価の上昇などに伴う工事費の増加が原因となっております。 

実施した事業の内容としましては、老朽化した妙田下水処理場の改築更新、浸水対策のための富

美山雨水ポンプ場整備の整備、岡富古川区画整理事業に合わせた未普及対策事業、冠水常襲地区対

策事業などを実施しています。 

（単位：百万円） 

 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計 

計画 1,254 1,254 1,254 1,445 1,806 1,806 8,819 

実績 1,363 1,541 1,197 1,747 1,474 2,077 9,399 

差 +109 +287 △57 +302 △332 +271 +580 

 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

計画(百万円) 27,515 26,743 25,883 25,015 24,286 23,523

実績(百万円) 27,217 26,108 25,282 24,541 23,677 23,092

20,000

21,000

22,000

23,000

24,000

25,000

26,000

27,000

28,000

【企業債残高の推移】
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６ 経営比較分析表を活用した現状分析 

５つの事業のうち主となる公共下水道事業について、経営比較分析表を参考に、経年比較や類似団

体との比較をしながら、経営の健全性、効率性等の状況を分析します。 

                             

（１）経営の健全性・効率性について           

 

「 ①経常収支比率 」、「 ②累積欠損金比率 」については、経常収支比率は 100％以上を維持してお

り、直近５年間の経常収支は黒字で、累積欠損金も生じておりません。 

 

 

「 ③流動比率 」は 100％を下回っています。このことは、１年以内に現金化できる資産で、１年以

内に支払わなければならない負債を賄えていないことを示していますが、負債の多くは建設改良費等

の財源に充てるための企業債が占めており、これについては使用料等を原資として償還を予定してい

ます。このことを踏まえた上で、支払能力を高めるためにも引き続き経営改善が必要となります。 

「 ④企業債残高対事業規模比率 」は、使用料収入に対する企業債残高の割合を表しており、類似団

体平均値を上回っています。近年、企業債残高は着実に減少していますので、今後も収入確保と企業

債残高の減少に努めます。 

－ 類似団体平均値（平均値）

【】 令和5年度全国平均

■ 当該団体値（当該値）

グラフ凡例

96.00

98.00

100.00

102.00

104.00

106.00

108.00

110.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 100.97 101.58 100.75 101.02 100.91

平均値 106.99 107.85 108.04 107.49 107.64

①経常収支比率(％)

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

8.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 7.42 4.72 4.49 5.41 5.61

②累積欠損金比率(％)
【105.91】 【3.03】
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20.00

30.00

40.00
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60.00

70.00

80.00

90.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 29.94 39.18 37.66 46.32 56.91

平均値 68.18 67.93 68.53 69.18 76.32

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 948.53 973.63 960.28 912.36 862.60

平均値 847.44 857.88 825.10 789.87 749.43

③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)
【78.43】 【630.82】

「経常損益」 

「債務残高」 「支払能力」 

「累積欠損」 
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「 ⑤経費回収率 」は 100％を下回っており、類似団体平均値も下回っています。このことは、現行

の使用料では全ての汚水処理経費を賄えていないことを示していますので、将来を見据え、維持管理

費用に対する使用料水準について様々な角度から、絶えず検証していく必要があります。 

「 ⑥汚水処理原価 」は類似団体平均値に比べると低い状態にあります。 

 

 
「 ⑦施設利用率 」については、類似団体平均値を下回っています。これは排水施設の一部が整備中

であり、処理区域内の人口が少ないため、有収水量が少なくなっていることが要因です。 

「 ⑧水洗化率 」については、類似団体平均値を上回っています。今後も啓発活動等による水洗化率

の更なる向上に努め、有収水量増加を図ります。 
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⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円)
【138.75】【97.81】
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⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)
【95.91】【58.94】

「料金水準の適切性」 

「施設の効率性」 「水洗便所の設置割合」 

「費用の効率性」 
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（２）老朽化の状況について 

 

「 ①有形固定資産減価償却率 」は類似団体平均値を上回っており、年々上昇傾向にあります。 

「 ②管渠老朽化率 」については、類似団体平均値を上回っています。法定耐用年数を経過した管渠

を多く保有しており、施設老朽化の問題を抱えています。このことは、更新財源の使用料等の収入が

不足していることが要因となっています。今後も限られた財源の中で優先順位をつけ、計画的な更新

を行う必要があります。 

 

  

「 ③管渠改善率 」については、令和３年度から令和４年度は類似団体平均値を下回っています。要

因は、ストックマネジメント計画において点検調査業務委託を先行させたことに加え、老朽化した処

理場・ポンプ場の更新や喫緊の課題である浸水対策事業を重点的に実施していることによるものです。 
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①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％)
【41.09】 【8.68】
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【0.22】

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 

「管渠の更新投資の実施状況」 
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※指標の意味 

 

■経営の健全性・効率性 

① 経常収支比率 

 使用料収入や一般会計からの繰入金の収益で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えてい

るかを示す指標です。 

② 累積欠損金比率 

 営業活動により生じた損失で、前年度からの繰越利益剰余金等でも補てんすることができず、複数

年度にわたって累積した欠損金の状況を表す指標です。 

③ 流動比率 

 短期的な債務に対する支払い能力を表しています。100%以上のとき、１年以内に支払うべき債務に

対して支払うことができる現金等がある状況を示しています。 

④ 企業債残高対事業規模比率 

 使用料収入に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表しています。 

⑤ 経費回収率 

 使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表しています。100％未満の時、汚水

処理に係る費用が使用料以外の収入により賄われていることを意味します。 

⑥ 汚水処理原価 

 有収水量１㎥あたりについて、どれだけの汚水処理費用がかかっているかを表しています。 

⑦ 施設利用率 

施設・設備が一日に対応可能な処理能力に対する、一日平均処理水量の割合であり、施設の利用状況

や適正規模を判断することができます。高い数値が望まれます。 

⑧ 水洗化率 

 現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している人口の割合を表していま

す。公共用水域の水質保全や、使用料収入の増加等の観点から 100％となっていることが望まれます。 

 

■老朽化の状況 

① 有形固定資産減価償却率 

 有形固定資産のうち、償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表しています。100％に近

いほど、保有資産が法定耐用年数に近づいていることを示しています。 

② 管渠老朽化率 

 法定耐用年数を超えた管渠延長の割合を表し、管渠の老朽化度合を示しています。数値が高い場合

には法定耐用年数を経過した管渠を多く保有していることになります。 

③ 管渠改善率 

 当該年度に更新した管渠延長の割合を表し、管渠の更新ペースや状況を把握できます。例えば数値

が１％の場合、すべての管路を更新するのに 100年かかることになります。 
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第３章 将来の事業環境 

 

１ 処理区域内人口の見通し 

本経営戦略における人口推計は令和２年度策定の「第２期延岡市人口ビジョン」に基づいて推計

しています。 

全国的に人口減少が問題となっていますが、本市においても昭和55（1980）年に増加のピークを

迎え、その後は減少が続いており、今後も減少し続ける見通しです。 

処理区域内の人口についても、市の人口減少の影響により、減少していく見通しです。 

 

２ 有収水量と下水道使用料の見通し 

有収水量と下水道使用料は処理区域内人口の減少や節水意識等の高まりにより、今後も減少して

いく見通しとなっています。有収水量は令和５年度の約１千 29万９千㎥から令和 16年度には約 924

万７千㎥に、下水道使用料収入は令和５年度の 14 億８千５百万円から、令和 16年度には約 13億９

百万円になる見通しとなっています。 
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３ 企業債残高の見通し 

令和５年 12 月に総務省より示された「令和６年度地方財政対策」により、資本費平準化債※1の発

行対象が拡充されることとなりました。このことにより、一時的に企業債残高は増加していますが、

その後は徐々に減少していき、企業債残高は令和５年度の 230億９千３百万円から、令和 16年度末

には 38億１千百万円減少し、192億８千２百万円になる見込みです。 

※１ 資本費平準化債は、下水道事業債の元金償還期間と下水処理施設の減価償却期間が異なっていることから、元金償還相当

額と減価償却費相当額との差額について発行が認められているものです。資本費負担の一部を後年度に繰り延べ、世代間の

負担の公平を図ることができます。また、「令和６年度地方財政対策」では、これまでの発行可能額の計算において控除して

いた「過去に発行した資本費平準化債の元金償還金」について、発行の対象に追加することが示されています。 

 

 

４ 繰入金の見通し 

繰入金は資本費平準化債の発行対象の拡充により、拡充された資本費平準化債の発行を行うこと

で一般会計繰入金を削減できることから、一時的に減少しますが、その後は徐々に増加します。令

和 16年度には令和５年度と比べ、１億７千５百万円増加し、15億４千６百万円（うち基準内 11億

７千万円、基準外３億７千６百万円）になる見込みです。 

 

 

５ 組織の見通し等 

本市の下水道事業においては、下水処理場の包括業務委託などにより、効率的な運営を進めていく

なかで、適切な職員配置に努めていくとともに、継続的なサービスを安定的に供給するために、技術

とノウハウを継承しながら専門的な知識や経験を持った職員の育成に努め、持続可能な組織を構築し

てまいります。 

また、上下水道局における不正業務や事務処理ミスを受け、現在実施している「不正業務等再発防

止策推進事業」によって明らかとなる問題点・今後取り組むべき課題等を踏まえ、不正業務等の再発

を防ぐとともに、職員の意識改革や内部統制を組み込んだ行政運営の確立などに努めてまいります。 
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６ 施設の状況 

（１）公共下水道事業（特定環境保全公共下水道事業を含む） 

①施設の状況 

本市の保有する施設については、古いものでは事業開始から約 70 年が経過し、老朽化が進んでい

ることから、維持修繕費等が増加しており、施設の改築更新は喫緊の課題となっています。そのため、

「延岡市下水道ストックマネジメント計画」に基づき、計画的な改築更新等に取り組んでいく必要が

あります。 

保有施設内訳 

処理場 中継ポンプ場等 マンホールポンプ場 

４箇所 11 箇所 167箇所 

 

下水処理場の状況 

施設名称 運転開始年度 
普及人口 

（令和５年度末） 
最大処理能力 

妙田下水処理場 昭和 47 年度 69,551人 51,200㎥/日 

一ケ岡下水処理場 昭和 43 年度 18,630人 13,100㎥/日 

阿蘇処理場 平成５年度 279人 280㎥/日 

直海処理場 平成７年度 176人 126㎥/日 

 

ポンプ場の状況 

施設名称 
運転開始年度 揚水量 

汚水 雨水 汚水 雨水 

紺屋町ポンプ場 
昭和 49 年度 

（平成 16 年度更新） 
昭和 35 年度 

（平成 20 年度№１ポンプ更新） 
9.25 ㎥/分 240.00㎥/分 

須崎町ポンプ場 
昭和 48 年度 

（平成 17 年度更新） 
昭和 36 年度 

（平成 20 年度№１ポンプ更新） 
5.15 ㎥/分 240.00㎥/分 

中島町ポンプ場 
昭和 47 年度 

（平成 18 年度更新） 

昭和 38 年度 

（平成 19 年度№１ポンプ更新） 
11.45 ㎥/分 240.00㎥/分 

西階汚水中継ポンプ場 昭和 60 年度 ― 11.89 ㎥/分 ― 

別府汚水中継ポンプ場 平成６年度 ― 9.45 ㎥/分 ― 

川原崎汚水中継ポンプ場 平成 12 年度 ― 6.22 ㎥/分 ― 

大武汚水中継ポンプ場 平成 25 年度 ― 10.17 ㎥/分 ― 

土々呂第一汚水中継ポンプ場 平成６年度 ― 1.94 ㎥/分 ― 

土々呂雨水ポンプ場 ― 
昭和 40 年度 

（平成 14 年度改築） 
― 156.66㎥/分 

伊形雨水ポンプ場 ― 昭和 43 年度 ― 300.00㎥/分 

古川雨水ポンプ場 ― 平成 23 年度 ― 180.00㎥/分 

マンホールポンプ場※ ― ― 4.00 ㎥/日以下 ― 

※マンホール内に設置する簡易なポンプ場 
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②管路の状況 

本市の公共下水道は、令和５年度末時点で 639.7km の管路を有しており、昭和 27 年より整備され

た管路をはじめとして、全体の老朽化が進んでいますが、これまでは応急的な修繕などで延命化を図

ってきました。 

しかし、これまでの対応では施設の機能を保持することが困難になってきたため、平成 29 年度に

「延岡市下水道ストックマネジメント計画」を策定し、管路の長寿命化対策(管更生)・耐震化などに

計画的に取り組んでいます。 

 

保有管路の状況 

汚水管 雨水管 合流管 合計 

537.0km 43.8km 58.9km 639.7km 

 

布設年度別管路延長 
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（２）農業集落排水事業 

①施設の状況 

本市の農業集落排水処理施設は、令和５年度末時点で、処理場７箇所、マンホールポンプ場 50箇所

を有しています。なお、今後、大峡地区については公共下水道への接続を計画しています。 

農業集落排水処理施設については、供用開始から約 40 年が経過している施設もあり、今後ますま

す老朽化が進んでいくことから、令和２年度に策定した「延岡市農業及び漁業集落排水施設最適整備

構想」に基づき、施設の改築・更新を行っていく必要があります。 

保有施設内訳 

処理場 マンホールポンプ場 

７箇所 50 箇所 

処理場の状況 

施設名称 運転開始年度 
普及人口 

（令和５年度末） 
最大処理能力 

大野処理場 平成８年度 371人 231.0 ㎥/日 

大峡処理場 平成 14 年度 480人 465.0 ㎥/日 

熊野江処理場 平成 17 年度 248人 264.0 ㎥/日 

川水流処理場 平成７年度 694人 422.0 ㎥/日 

古江処理場 昭和 59 年度 275人 480.0 ㎥/日 

市振処理場 平成元年度 617人 400.0 ㎥/日 

中央処理場 平成７年度 723人 495.0 ㎥/日 

 

②管路の状況 

本市の農業集落排水区域内管路は、令和５年度末時点で 52.7ｋｍを有しています。 

今後は、令和２年度に策定した「延岡市農業及び漁業集落排水施設最適整備構想」に基づき、計画

的に経済的で効率的な整備等を図る必要があります。 

布設年度別管路延長 
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（３）漁業集落排水事業 

①施設の状況 

漁業集落排水処理施設については、供用開始から約 30 年が経過している施設もあり、機械電気設

備については、改築更新時期を迎えていることから、令和２年度に策定した「延岡市農業及び漁業集

落排水施設最適整備構想」に基づき、改築更新等を図る必要があります。 

保有施設内訳 

処理場 マンホールポンプ場 

２箇所 12 箇所 

処理場の状況 

施設名称 運転開始年度 
普及人口 

（令和５年度末） 
最大処理能力 

島野浦処理場 平成 11 年度 671人 620.0 ㎥/日 

宮野浦処理場 平成２年度 453人 350.0 ㎥/日 

②管路の状況 

本市の漁業集落排水区域内管路は、令和５年度末時点で 13.0ｋｍを有しています。 

今後は、令和２年度に策定した「延岡市農業及び漁業集落排水施設最適整備構想」に基づき、計画

的な整備等を図る必要があります。 

布設年度別管路延長 

 
（４）浄化槽事業 

浄化槽事業については、平成 18年度より事業に着手し、平成 21年度に事業が完了しており、令和

５年度末時点で 84基の浄化槽を保有しています。 

今後も、適正な検査を行いながら維持管理を行う必要があります。 

 

保有施設の状況 

対象戸数 設置数 

84 戸 84 基 
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７ 下水道事業の課題 

 

下水道事業の概要として本市におけるこれまでの取組や現在の施設の状況、今後の予測などを通

じて現状を確認してきました。また、社会環境等の変化として、人口減少や節水機器の普及に伴う

使用料収入の減少、物価高騰等による維持管理費及び投資コストの増加、近年の大型化する台風や

頻発する大雨被害に伴う浸水対策の必要性が挙げられます。 

これらの内容を踏まえて、本市が下水道事業を持続的に推進するにあたっての課題を次のとおり

整理します。 

 

①老朽化対策および耐震化 

下水道事業開始から約70年が経過した施設の老朽化対策に加え、将来発生が予測される南海

トラフ地震に備えた耐震化を進めるため、改築更新に取り組む必要があります。 

 

②浸水対策 

近年大型化する台風や頻発する集中豪雨による浸水被害が発生しており、特に平成９年の台

風19号では1,929戸、平成17年の台風14号では1,366戸、令和４年の台風14号では443戸の家屋に

浸水被害が発生しています。 

そのため、浸水被害軽減対策として、雨水ポンプ場の整備や、雨水幹線整備などの対策に取

り組んでおりますが、今後も、緊急性、経済性等を考慮しながら、地域の特性を生かした総合

的な浸水被害軽減対策に取り組む必要があります。 

 

③経費節減の徹底 

経費回収率が100％を下回っており、使用料収入で汚水処理に要する費用を賄えていない状態

となっています。更なる経費節減に取り組む必要があります。 

 

④民間活力等の更なる活用 

効率的に事業を継続するため、更なる民間活力の活用に取り組む必要があります。 

 

⑤安定的な財源の確保 

維持管理経費等が増加していくのに対し、人口減少等に伴い使用料収入は減少していく見込

みです。処理区域内の水洗化率は97.0％と高い数値となっていますが、水洗化促進による使用

料収入の確保と適正な公費負担に取り組む必要があります。 

 

⑥不正業務等に対する取組 

上下水道局における不正業務や事務処理ミスは、市民の信頼を損ねる重大な問題であり、再

発防止に積極的に取り組む必要があります。 
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第４章 投資方針 

 

 

 

 

 

今回の経営戦略の改定にあたり、国土交通省が推奨している「ストックマネジメント」手法により、

下水道施設の改築需要の中長期的な将来予測を行ったところ、今後 10 年間で総事業費 184 億円が必要

と見込まれます。また、近年の物価上昇に伴い、人件費および資材価格が高騰していることから、前回

計画の事業費算出積算ベースに物価変動を表す物価指数（デフレーター）増加率を考慮し事業費を算出

しています。 

個別の事業といたしましては、「①処理場・ポンプ場の改築更新」においては、これまでの計画どおり

整備を進める事業に加え、令和６年度に交付金の配分がなく整備が遅れている広域化共同化事業にて実

施する、し尿処理施設と下水道処理場との統合を推進してまいります。 

また、南海トラフ地震を見据えた管路の耐震化、耐用年数を迎え老朽化した管路を更新する「②管路

の改築更新」や、近年の気候変動の影響により頻発する浸水被害を防ぐための「③浸水対策」について

は、市民の皆様の関心も高く喫緊の課題であることから、令和７年度から 10 年間、事業費を大幅に増

加し整備を加速させ進めてまいります。なお、汚水管を整備する「④未普及対策」につきましては、現

在実施中の岡富地区や古川地区、大武地区の早期完成に努めます。なお、今後 10年間は、上記事業を優

先的に整備することで総事業費が大きく膨らむことから、「④未普及対策」については事業費を縮小し

ながら継続していくことになりますが、事業の進捗状況等を勘案しながら定期的に計画の見直しを行っ

てまいります。 

なお、管路については、「②管路の改築更新」における既設管路の管更生や、「③浸水対策」の雨水管

新設工事や、「④未普及対策」の汚水管新設工事を行うことにより、耐震化率が上昇します。また、施設

については、「①処理場・ポンプ場の改築更新」における施設の建て替えや「③浸水対策」における雨水

ポンプ場の整備により、耐震化率が上昇します。 

  

(単位：百万円)

事業区分 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 年平均 合計

①処理場・ポンプ場の
改築更新

47 532 1,091 979 647 836 992 1,016 1,426 1,313 888 8,879

②管路の改築更新 301 177 193 193 193 193 193 179 154 154 193 1,930

③浸水対策 1,915 566 284 938 936 619 617 277 77 77 631 6,306

④未普及対策 117 315 397 78 78 88 58 58 58 58 131 1,305

2,380 1,590 1,965 2,188 1,854 1,736 1,860 1,530 1,715 1,602
計 1,842 18,420

R7～ R16 計： 18,420

　　　　　　　　　　　　　令和7年度から１０年間の事業費見通し
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（１）改築更新の見通し（改築需要の中長期的な将来予測） 

 

改築更新（年平均） 

① 処理場・ポンプ場施設       約   8.9億円 

② 管  路  施  設       約   1.9億円 

計             約  10.8億円 

 

① 処理場・ポンプ場施設における改築更新の見通し（年平均：約 8.9億円） 

処理場・ポンプ場施設については、国土交通省が公表している「下水道事業のストックマネジメン

ト実施に関するガイドライン-2015 年版-」に示されている「目標耐用年数」（施設の改築時期の目安

となる年数）を用いて改築需要の将来予測を行っています。 

 

※国土交通省が公表している「目標耐用年数の設定例」と、今回の改築需要の将来予測において設定

した目標耐用年数を以下に示します。 

 

 

【下水道事業のストックマネジメント実施に関するガイドライン-2015年版-】 

 

 

機械電気設備を一律に 25年とせず、それ 

ぞれの標準耐用年数に応じた目標耐用年数と 

して設定しました。 

ただし、土木・建築施設については 75年 

とします。 

 

 

 

項目 標準耐用年数
延岡市の

目標耐用年数

除塵機 15 26

汚水ポンプ 15 26

雨水ポンプ 20 34

送風機 20 34

散気装置 10 17

脱水機 15 26

機械濃縮機 15 26

表１．延岡市の目標耐用年数
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処理場・ポンプ場施設における今後の見通しについて、目標耐用年数を経過する主な施設を抽出す

るとともに、改築更新する際には人口の推計や排水需要等を考慮すべき施設については検討を行った

上で概算事業費を算出したところ、令和７年度から令和 16年度までの 10年間において、総額で約 89

億円（年平均で約 8.9億円）の事業費が必要との試算結果となりました。 

なお、今回の計画の策定に当たっては、施設の項目毎に表１のように目標耐用年数を定めて改築更

新時期を設定し、事業費を試算していますが、実際には各施設の点検調査や保守管理を行うことによ

り、劣化状況を把握した上で、個別に各施設の更新時期や事業費等を検討するとともに、事業費の平

準化にも努めてまいります。 

 

表２.令和７年度から令和 16年度までの 10年間で対策が必要な施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

妙田下水処理場 機械電気 水処理及び汚泥処理設備等 S59 15 26 H22

一ヶ岡下水処理場 機械電気 水処理設備等 H13 15 26 R8

阿蘇・直海処理場 機械電気 水処理設備等 Ｈ5 15 26 R1

中島町ポンプ場 機械電気
ポンプ棟

(沈砂池設備・雨汚水ポンプ等)

S38

(H2)

50

(15)

75

(26)

R20

(H28)

西階汚水中継ポンプ場 機械電気 自家発電設備等 Ｈ9 15 26 Ｒ5

別府汚水中継ポンプ場 機械電気 自家発電設備等 Ｈ10 15 26 Ｒ6

川原崎汚水中継ポンプ場 機械電気 汚水ポンプ設備等 Ｈ11 15 26 Ｒ7

大武汚水中継ポンプ場 機械電気 監視設備 H25 10 17 R13

土々呂汚水中継ポンプ場 機械電気 汚水ポンプ設備等 Ｈ10 15 26 Ｒ6

伊形雨水ポンプ場 機械電気 監視設備 H25 10 17 R12

マンホールポンプ場（92箇所） 機械電気 汚水ポンプ等 H5～H16 15 26 R1～Ｒ12

農・漁業集落排水処理施設 機械電気 水処理設備等
S59～

H16
15 26

H22～

R12

R
7

～
R

1
6

約89億円

改築

更新

予定

時期

処理場

ポンプ場名
工種区分 主な設備

設置

年度

標準

耐用

年数

目標

耐用

年数

目標

耐用年数

経過年度

概算事業費

〇設備の点検調査実施状況 

ポンプの振動測定状況          電気の絶縁抵抗測定状況 
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※上記は、過去に発生した突発事故の状況写真であり、今回の改築更新対象施設の現状ではありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇設備劣化状況 

妙田下水処理場 最終沈殿池 

汚泥搔き寄せ機チェーンの破断 

須崎町ポンプ場 沈砂池設備 

沈砂搬出バケットの脱落 

紺屋町ポンプ場 汚水ポンプ設備 

メカシール不良による汚水の漏水 

中島町ポンプ場 沈砂池設備 

沈砂搬出機の腐食による破損 
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② 管路における改築更新の見通し（年平均：約 1.9億円） 

管路は、令和５年度末時点で国が示している施設の標準耐用年数とされる 50 年を経過する管路が

約 80kmとなっています。また、令和 16年度までには約 140kmが 50年を迎えます（図１参照）。 

今後、これらの管路の改築等が必要となってまいりますが、標準耐用年数の 50 年を超えても全て

の管路が劣化しているということではなく（図２参照）、管路の布設環境（例：ガスの発生、海に近

く塩分濃度が高い地域など）によって劣化の状況は異なることから、状態を確認し改築対象管路を絞

り込むため平成 29年度に「延岡市下水道ストックマネジメント計画」を策定し、現在、点検調査を進

めているところです。 

このため当面は、点検調査を更に進めながら改築対象管路やマンホール躯体等を抽出し、管更生や

マンホール更生を行うことで管やマンホール躯体等の損傷を防ぎ、各家庭の安定した排水を行うため、

必要な事業費を確保し、今後、改築更新を加速させて取り組んでまいります。 

また、今後発生する可能性の高い南海トラフ地震対策として耐震化を推進するため、従前の交付金

事業に加え、上下水道耐震化計画も踏まえながら、個別補助事業を活用し管路の耐震化に取り組んで

まいります。 

 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１.管路整備実績図 

図２. 国土技術政策総合研究所が公表している「下水道管きょ健全率予測式」 

ﾏﾝﾎｰﾙ躯体･管路腐食状況 

管路腐食状況 
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（２） 浸水対策の見通し 

 

③ 浸水対策 （年平均）    約 6.3億円 

 

本市では、現在、富美山地区や古川地区、愛宕地区、西階地区等の過去に大きな浸水被害が発生し

た地区における浸水対策を進めており、その他の浸水常襲地区につきましても対策手法の検討を進め

ています。 

なお、浸水対策の実施については、実施すべき区域や目標水準等を定めた「雨水管理総合計画」を

令和５年度に策定しており、この計画に基づき事業に取り組み、新たな個別補助事業についても県や

国と連携を図ってまいります。 

   富美山地区 (R４台風 14 号)         岡富・古川地区 (H17 台風 14 号) 

 

（３）未普及対策の見通し 

 

④ 未普及対策（年平均）  約 1.3億円 

  

本市では、現在、公共下水道事業計画区域内の未普及対策を進めており、令和５年度末時点で

2,093.2ha の整備が完了し、事業計画区域面積 2,208.5ha に対して 94.8％、全体計画区域面積

2,722.5haに対して 76.9％の整備率となっています。 

今後も、現在事業実施中である岡富地区や古川地区、大武地区等につきまして早期完成に努めます

が、その他の未整備地区につきましては、地区が抱える問題点や浸水被害の発生状況等に加えて、喫

緊の課題である施設の改築更新、管路の耐震化、浸水対策等について総合的に勘案するとともに、令

和６年度に策定された立地適正化計画とも整合を図りながら整備を進めていく必要があることから、

今回の経営戦略においては、現在の予算規模を縮小し事業を継続してまいります。 

 

 

 

 

本市における過去の浸水状況 
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（４）施設の統廃合、広域化・共同化対策 

①公共下水道への接続や統廃合 

本市では、農業集落排水施設の老朽化に伴い、施設の更新を行うよりも処理場を廃止し近接する公

共下水道に接続することで経営の効率化を図ってきました。平成 24 年度に祝子地区、令和４年度に

行縢地区農業集落排水施設の公共下水道への接続を完了しており、令和６年度から大峡地区に着手し

ています。 

  

②妙田下水処理場とし尿処理場の共同化対策 

本市の「妙田下水処理場」と「衛生センター（し尿処理場）」は、市内の汚泥処理を担う市民生活に

必要不可欠な施設ですが、設置から約 30 年が経過し、機械電気設備の改築更新時期を迎えているた

め、両施設の統廃合（汚泥共同処理施設整備）を計画しました。 

令和３年度から、各設備の更新時期に合わせ対策を行い、令和９年度完了を目指して整備を進めて

います。 

 

（５）交付金事業等の活用 

現在、国の交付金事業を活用し、未普及対策、浸水対策、改築更新に取り組んでいます。 

今後も交付金事業を活用し事業を推進するとともに、内示率の高い個別補助事業などについても、国

や県と連携を図りながら検討を行ってまいります。 

  



- 27 - 

 

第５章 投資・財政計画（収支計画） 

 

（１）投資・財政計画（収支計画）：P30から P35のとおり 

 

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 

 ①収支計画のうち投資についての説明 

目  標 
「延岡市下水道ストックマネジメント計画」等に基づき、優先順位を考慮しなが

ら、投資の平準化に努めるとともに、持続可能な下水道施設の管理に努めます。 

 

 建設改良費として今後 10年間（令和７年度から 16年度まで）で約 184億円（年平均約 18.4億円）

を計上しています。 

 処理場、ポンプ場の改築更新については、設置年度や市独自の耐用年数から更新時期を決定し改築

更新を計画的に行うことはもちろんのこと、広域化共同化事業にてし尿処理施設と下水処理場との統

合を推進していきます。また、南海トラフ地震を見据えた管路の耐震化や耐用年数を迎え老朽化した

管路の改築更新について、「延岡市下水道ストックマネジメント計画」に基づき計画的に取り組んで

いきます。さらに、近年の気候変動の影響により頻発する浸水被害を防ぐための浸水対策を進めてい

きます。 

 

 

②収支計画のうち財源についての説明 

 

 

目  標 

下水道使用料については、コスト削減に努めたうえで、持続可能な事業運営に向

け、５年ごとに適正な在り方について検討を行います。また、広報等での周知や未

接続家屋の所有者に対して接続のお願いを継続して実施し、水洗化を促進すること

で適正な使用料の確保に努めます。 

企業債については、残高の削減に努めます。 

 

・下水道使用料については、令和６年度は決算見込み額、令和７年度以降は人口減少等による影響を

鑑みて算出し計上しています。 

・投資に係る企業債発行額については、投資計画に基づく投資額により推計しています。 

・一般会計繰入金は、総務省の繰出基準に基づき算定されるもの（基準内繰入）とそれ以外のもの（基

準外繰入）を見込んでいます。 

・国（県）補助金については、補助対象事業の建設改良費に対して、該当の補助率により金額を見込

んでいます。 
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③収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

人件費  令和７年度の人員体制に賃金上昇率を勘案して推計しています。 

経費  令和７年度を基準とし、過去の推移を勘案して推計しています。 

減価償却費 

（※長期前受金戻入益も

同様） 

令和５年度までに取得した資産分に加え、令和６年度以降に取得予定

の資産分を踏まえて算出し計上しています。償却率は、施設の耐用年数

に応じて設定しています。 

支払利息  令和５年度までに借入した企業債の利子償還金に加え、令和６年度以

降に発行する分の償還金を見込んで計上しています。利率は、償還期間

に応じて設定しています。 

企業債償還金 令和５年度までに借入した企業債の元金償還金に加え、令和６年度以

降に発行する分の償還金を見込んで計上しています。新規借入分は償還

期間 15～30年で試算しています。 

 

 

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

 ①今後の投資についての考え方・検討状況 

広域化・共同化・最適化に関する事項  農業集落排水施設の公共下水道への更なる接

続やし尿処理施設と公共下水道施設の統廃合を

進めます。農業集落排水区域については、「最適整

備構想」に基づき、北浦地区の３地区（古江・北

浦中央・市振）の統廃合を進めます。 

投資の平準化に関する事項  施設の改築更新については、「延岡市下水道ス

トックマネジメント計画」をはじめとする各計画

に基づき、施設の効率化に取り組みつつ、重要度、

老朽度に応じた優先度を適切に判断しながら実

施していきます。また、進捗状況等を踏まえ、各

年度予算編成の際に、より平準化できるよう事業

内容の精査を行います。 

民間活力の活用に関する事項 

（PPP／PFIなど） 

 施設の老朽化の進行や職員数の減少による人

手不足が深刻化しつつある中、下水道事業の持続

性の確保に向けて、組織体制を補完するととも

に、民間の経営ノウハウや創意工夫等の活用によ

る経営改善を図るため、ウォーターPPPの導入を

検討していきます。 

その他の取組  他自治体の事例を参考に、本市において導入可

能であるか検討していきます。 
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 ②今後の財源についての考え方・検討状況 

使用料の見直しに関する事項  持続可能な事業運営に向け、５年ごとに下水道

使用料の適正な在り方の検討をしていきます。 

資産活用による収入増加の取組について  未利用地の有効活用等について、他自治体の事

例を参考に、本市において導入可能であるか検討

していきます。 

その他の取組  使用料収入の未納回収のために、徴収業務の強

化を検討していきます。 

 また、広告収入など新たな収入確保を検討して

いきます。 

 

 

③投資以外の経費についての考え方・検討状況 

民間活力の活用に関する事項（包括的民間委託等

の民間委託、指定管理者制度、PPP／PFIなど） 

 各業務の課題を踏まえ、市民サービスの向上や

効率的、効果的な民間活力の活用を検討します。 

職員給与費に関する事項  事業の重要性や業務内容の変化など必要に応

じて適正な人員配置を行うとともに、職員の能力

向上やベテラン職員からの技術継承など人材育

成に取り組んでいきます。 

動力費に関する事項  収支の見直しの際に推定値の調整を行ってい

きます。 

薬品費に関する事項  従来から単価契約の実施などにより、経費削減

に取り組んでおりますが、他自治体の事例を参考

に、経費削減につながる取り組みについて検討し

ていきます。 

修繕費に関する事項 効率的な下水道施設の改築・修繕を実施してい

くことにより、施設の長寿命化を図りながら修繕

費の抑制に努めていきます。 

委託費に関する事項  統合、整理できる委託業務について検討し、経

費の削減、業務の効率化を図る。 

その他の取組  他自治体の事例を参考に、本市において導入可

能であるか検討していきます。 

 



[単
位

：千
円

、
％

]

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率

1
１

営
業

収
益

1,
79

2,
91

8
△

 0
.4

1,
79

2,
70

4
△

 0
.0

1,
78

6,
57

7
△

 0
.3

1,
76

5,
97

5
△

 1
.2

1,
74

5,
25

1
△

 1
.2

1,
72

6,
46

7
△

 1
.1

1,
70

8,
23

2
△

 1
.1

1,
68

9,
48

1
△

 1
.1

1,
67

2,
47

6
△

 1
.0

1,
65

5,
13

5
△

 1
.0

1,
63

8,
11

9
△

 1
.0

2
(１

)
使

用
料

1,
48

1,
31

6
△

 0
.3

1,
47

5,
60

2
△

 0
.4

1,
45

9,
79

4
△

 1
.1

1,
43

9,
14

4
△

 1
.4

1,
41

9,
08

2
△

 1
.4

1,
39

9,
60

6
△

 1
.4

1,
38

0,
64

7
△

 1
.4

1,
36

2,
19

4
△

 1
.3

1,
34

4,
22

0
△

 1
.3

1,
32

6,
76

8
△

 1
.3

1,
30

9,
69

0
△

 1
.3

3
(２

)
一

般
会

計
負

担
金

26
4,

73
5

△
 0

.9
25

8,
64

3
△

 2
.3

26
9,

58
7

4.
2

26
9,

63
5

0.
0

26
8,

97
3

△
 0

.2
26

9,
66

5
0.

3
27

0,
38

9
0.

3
27

0,
09

1
△

 0
.1

27
1,

06
0

0.
4

27
1,

17
1

0.
0

27
1,

23
3

0.
0

4
(３

)
そ

の
他

46
,8

67
△

 1
.0

58
,4

59
24

.7
57

,1
96

△
 2

.2
57

,1
96

0.
0

57
,1

96
0.

0
57

,1
96

0.
0

57
,1

96
0.

0
57

,1
96

0.
0

57
,1

96
0.

0
57

,1
96

0.
0

57
,1

96
0.

0

5
２

1,
51

9,
28

6
3.

3
1,

60
2,

54
6

5.
5

1,
65

4,
58

6
3.

2
1,

71
0,

24
3

3.
4

1,
78

9,
52

7
4.

6
1,

86
4,

89
7

4.
2

1,
95

2,
69

6
4.

7
2,

01
5,

49
0

3.
2

2,
09

8,
53

4
4.

1
2,

14
6,

00
2

2.
3

2,
20

9,
61

6
3.

0

6
(１

)
一

般
会

計
負

担
金

・補
助

金
69

3,
39

8
7.

4
76

9,
60

2
11

.0
79

8,
58

7
3.

8
84

5,
06

3
5.

8
90

8,
21

1
7.

5
96

6,
16

5
6.

4
1,

03
3,

97
9

7.
0

1,
08

4,
50

7
4.

9
1,

14
9,

60
9

6.
0

1,
19

1,
62

2
3.

7
1,

24
3,

28
6

4.
3

7
(２

)
長

期
前

受
金

戻
入

益
82

4,
57

3
0.

5
83

2,
22

5
0.

9
85

5,
27

0
2.

8
86

4,
45

1
1.

1
88

0,
58

7
1.

9
89

8,
00

3
2.

0
91

7,
98

8
2.

2
93

0,
25

4
1.

3
94

8,
19

6
1.

9
95

3,
65

1
0.

6
96

5,
60

1
1.

3

8
(３

)
そ

の
他

1,
31

5
△

 7
1.

9
71

9
△

 4
5.

3
72

9
1.

4
72

9
0.

0
72

9
0.

0
72

9
0.

0
72

9
0.

0
72

9
0.

0
72

9
0.

0
72

9
0.

0
72

9
0.

0

9
３

3,
76

9
△

 4
4.

6
2

△
 9

9.
9

2
0.

0
2

0.
0

2
0.

0
2

0.
0

2
0.

0
2

0.
0

2
0.

0
2

0.
0

2
0.

0

10
3,

31
5,

97
3

1.
2

3,
39

5,
25

2
2.

4
3,

44
1,

16
5

1.
4

3,
47

6,
22

0
1.

0
3,

53
4,

78
0

1.
7

3,
59

1,
36

6
1.

6
3,

66
0,

93
0

1.
9

3,
70

4,
97

3
1.

2
3,

77
1,

01
2

1.
8

3,
80

1,
13

9
0.

8
3,

84
7,

73
7

1.
2

11
１

営
業

費
用

3,
02

4,
19

7
2.

7
3,

08
9,

70
3

2.
2

3,
14

0,
85

1
1.

7
3,

17
8,

64
8

1.
2

3,
23

7,
15

3
1.

8
3,

29
1,

20
6

1.
7

3,
36

2,
27

5
2.

2
3,

40
9,

42
5

1.
4

3,
47

7,
54

4
2.

0
3,

51
2,

97
5

1.
0

3,
56

3,
92

9
1.

5

12
(１

)
人

件
費

14
6,

22
7

△
 7

.8
14

6,
02

3
△

 0
.1

14
9,

52
7

2.
4

15
3,

11
5

2.
4

15
6,

78
9

2.
4

16
0,

55
1

2.
4

16
4,

40
4

2.
4

16
8,

34
9

2.
4

17
2,

38
9

2.
4

17
6,

52
6

2.
4

18
0,

76
2

2.
4

13
(２

)
経

費
77

9,
06

3
9.

4
79

7,
42

4
2.

4
81

3,
36

0
2.

0
82

9,
62

6
2.

0
84

6,
21

6
2.

0
86

3,
14

0
2.

0
88

0,
40

0
2.

0
89

8,
00

5
2.

0
91

5,
96

5
2.

0
93

4,
28

2
2.

0
95

2,
96

5
2.

0

14
(３

)
減

価
償

却
費

等
2,

09
8,

90
7

1.
8

2,
14

6,
25

6
2.

3
2,

17
7,

96
4

1.
5

2,
19

5,
90

7
0.

8
2,

23
4,

14
8

1.
7

2,
26

7,
51

5
1.

5
2,

31
7,

47
1

2.
2

2,
34

3,
07

1
1.

1
2,

38
9,

19
0

2.
0

2,
40

2,
16

7
0.

5
2,

43
0,

20
2

1.
2

15
２

営
業

外
費

用
（支

払
利

息
な

ど
）

28
2,

79
1

△
 6

.0
29

8,
68

7
5.

6
29

3,
27

1
△

 1
.8

29
0,

52
9

△
 0

.9
29

0,
58

4
0.

0
29

3,
11

7
0.

9
29

1,
61

2
△

 0
.5

28
8,

50
5

△
 1

.1
28

6,
42

5
△

 0
.7

28
1,

12
1

△
 1

.9
27

6,
76

5
△

 1
.5

16
３

8,
98

5
35

1.
5

6,
86

2
△

 2
3.

6
7,

04
3

2.
6

7,
04

3
0.

0
7,

04
3

0.
0

7,
04

3
0.

0
7,

04
3

0.
0

7,
04

3
0.

0
7,

04
3

0.
0

7,
04

3
0.

0
7,

04
3

0.
0

17
3,

31
5,

97
3

2.
1

3,
39

5,
25

2
2.

4
3,

44
1,

16
5

1.
4

3,
47

6,
22

0
1.

0
3,

53
4,

78
0

1.
7

3,
59

1,
36

6
1.

6
3,

66
0,

93
0

1.
9

3,
70

4,
97

3
1.

2
3,

77
1,

01
2

1.
8

3,
80

1,
13

9
0.

8
3,

84
7,

73
7

1.
2

18
当

年
度

純
利

益
（税

抜
）（

Ａ
）-

（Ｂ
）

0
皆

減
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率

2,
52

4,
60

0
63

.6
2,

06
4,

60
0

△
 1

8.
2

1,
62

9,
10

0
△

 2
1.

1
1,

72
5,

50
0

5.
9

1,
71

7,
40

0
△

 0
.5

1,
51

5,
30

0
△

 1
1.

8
1,

33
3,

20
0

△
 1

2.
0

1,
34

7,
40

0
1.

1
1,

09
6,

40
0

△
 1

8.
6

1,
16

2,
10

0
6.

0
1,

08
3,

90
0

△
 6

.7

2
２

国
庫

補
助

金
等

1,
19

9,
14

5
39

.9
98

2,
15

0
△

 1
8.

1
57

7,
00

0
△

 4
1.

3
82

6,
00

0
43

.2
98

5,
00

0
19

.2
81

0,
00

0
△

 1
7.

8
76

0,
00

0
△

 6
.2

81
3,

00
0

7.
0

64
9,

00
0

△
 2

0.
2

75
4,

00
0

16
.2

69
7,

00
0

△
 7

.6

3
３

そ
の

他
（一

般
会

計
出

資
金

な
ど

）
76

,2
66

△
 8

3.
9

8,
50

2
△

 8
8.

9
76

,5
62

80
0.

5
55

,4
91

△
 2

7.
5

8,
50

2
△

 8
4.

7
22

,6
78

16
6.

7
36

,0
37

58
.9

26
,7

89
△

 2
5.

7
52

,6
52

96
.5

22
,4

14
△

 5
7.

4
40

,3
55

80
.0

4
3,

80
0,

01
1

32
.2

3,
05

5,
25

2
△

 1
9.

6
2,

28
2,

66
2

△
 2

5.
3

2,
60

6,
99

1
14

.2
2,

71
0,

90
2

4.
0

2,
34

7,
97

8
△

 1
3.

4
2,

12
9,

23
7

△
 9

.3
2,

18
7,

18
9

2.
7

1,
79

8,
05

2
△

 1
7.

8
1,

93
8,

51
4

7.
8

1,
82

1,
25

5
△

 6
.0

5
１

建
設

改
良

費
3,

18
6,

01
0

53
.4

2,
38

0,
86

9
△

 2
5.

3
1,

59
0,

48
6

△
 3

3.
2

1,
96

5,
48

6
23

.6
2,

18
8,

48
6

11
.3

1,
85

4,
48

6
△

 1
5.

3
1,

73
6,

48
6

△
 6

.4
1,

86
0,

48
6

7.
1

1,
53

0,
48

6
△

 1
7.

7
1,

71
5,

48
6

12
.1

1,
60

2,
48

6
△

 6
.6

6
２

リ
ー

ス
債

務
支

払
額

等
26

,1
25

8.
7

26
,2

02
0.

3
26

,2
02

0.
0

26
,2

02
0.

0
26

,2
02

0.
0

26
,2

02
0.

0
26

,2
02

0.
0

26
,2

02
0.

0
26

,2
02

0.
0

26
,2

02
0.

0
26

,2
02

0.
0

7
３

企
業

債
償

還
金

2,
13

0,
29

8
0.

1
2,

03
8,

08
3

△
 4

.3
2,

09
0,

14
4

2.
6

2,
03

9,
35

9
△

 2
.4

1,
94

0,
60

9
△

 4
.8

1,
92

8,
26

8
△

 0
.6

1,
84

3,
83

2
△

 4
.4

1,
79

7,
61

8
△

 2
.5

1,
75

1,
55

8
△

 2
.6

1,
72

1,
74

2
△

 1
.7

1,
72

8,
46

8
0.

4

8
5,

34
2,

43
3

26
.3

4,
44

5,
15

4
△

 1
6.

8
3,

70
6,

83
2

△
 1

6.
6

4,
03

1,
04

7
8.

7
4,

15
5,

29
7

3.
1

3,
80

8,
95

6
△

 8
.3

3,
60

6,
52

0
△

 5
.3

3,
68

4,
30

6
2.

2
3,

30
8,

24
6

△
 1

0.
2

3,
46

3,
43

0
4.

7
3,

35
7,

15
6

△
 3

.1

9
1,

54
2,

42
2

13
.9

1,
38

9,
90

2
△

 9
.9

1,
42

4,
17

0
2.

5
1,

42
4,

05
6

△
 0

.0
1,

44
4,

39
5

1.
4

1,
46

0,
97

8
1.

1
1,

47
7,

28
3

1.
1

1,
49

7,
11

7
1.

3
1,

51
0,

19
4

0.
9

1,
52

4,
91

6
1.

0
1,

53
5,

90
1

0.
7

10
26

4,
24

9
△

 4
0.

6
28

4,
62

5
7.

7
26

4,
24

9
△

 7
.2

26
4,

24
9

0.
0

27
1,

81
5

2.
9

26
4,

24
9

△
 2

.8
26

4,
24

9
0.

0
26

4,
24

9
0.

0
26

4,
24

9
0.

0
26

4,
24

9
0.

0
26

4,
24

9
0.

0

11
1,

01
6,

57
6

△
 2

5.
9

1,
02

8,
24

5
1.

1
1,

13
6,

23
4

10
.5

1,
16

1,
68

7
2.

2
1,

17
7,

18
4

1.
3

1,
25

0,
00

6
6.

2
1,

33
1,

90
3

6.
6

1,
37

2,
88

5
3.

1
1,

46
4,

81
9

6.
7

1,
47

6,
70

5
0.

8
1,

54
6,

37
2

4.
7

12
71

4,
24

2
△

 1
0.

7
71

4,
45

6
0.

0
85

3,
04

3
19

.4
85

2,
62

7
△

 0
.0

87
2,

92
1

2.
4

94
2,

57
1

8.
0

1,
00

9,
74

9
7.

1
1,

03
5,

11
0

2.
5

1,
10

9,
39

0
7.

2
1,

10
2,

10
2

△
 0

.7
1,

17
0,

33
4

6.
2

13
30

2,
33

4
△

 4
7.

1
31

3,
78

9
3.

8
28

3,
19

1
△

 9
.8

30
9,

06
0

9.
1

30
4,

26
3

△
 1

.6
30

7,
43

5
1.

0
32

2,
15

4
4.

8
33

7,
77

5
4.

8
35

5,
42

9
5.

2
37

4,
60

3
5.

4
37

6,
03

8
0.

4

14
23

,4
86

,4
87

1.
7

23
,5

13
,0

04
0.

1
23

,0
51

,9
60

△
 2

.0
22

,7
38

,1
01

△
 1

.4
22

,5
14

,8
92

△
 1

.0
22

,1
01

,9
24

△
 1

.8
21

,5
91

,2
92

△
 2

.3
21

,1
41

,0
74

△
 2

.1
20

,4
85

,9
16

△
 3

.1
19

,9
26

,2
74

△
 2

.7
19

,2
81

,7
06

△
 3

.2

- 30 -

令
和

１
１

年
度

1

令
和

６
年

度
令

和
７

年
度

令
和

８
年

度
行 番 号

令
和

９
年

度
令

和
１

６
年

度
令

和
１

３
年

度
令

和
１

２
年

度
令

和
１

４
年

度
令

和
１

５
年

度

行 番 号

収 入

収
　

入
　

計
（Ａ

）

営
業

外
収

益

支
　

出
　

計
（Ｂ

）

特
別

利
益

支 出

令
和

７
年

度
令

和
９

年
度

令
和

１
６

年
度

令
和

１
３

年
度

令
和

１
２

年
度

令
和

１
４

年
度

令
和

１
５

年
度

１

区
　

　
　

　
　

　
分

特
別

損
失

等

収
　

入
　

計
（Ａ

）

支 出２
資

本
的

収
支

（
税

込
）

令
和

１
０

年
度

　
う

ち
基

準
外

繰
入

一
般

会
計

か
ら

の
繰

入
金

の
合

計

企
業

債
年

度
末

未
償

還
残

高

　
う

ち
基

準
内

繰
入

補
て

ん
財

源
残

高

令
和

８
年

度

支
　

出
　

計
（Ｂ

）

収
入

額
が

支
出

額
に

不
足

す
る

額
（
Ａ

）
-
（
Ｂ

）

収 入

企
業

債

下
 水

 道
 事

 業
 【

 全
 会

 計
 】

 投
 資

 ・
 財

 政
 計

 画
 
（
令
和
６
年
度
～
令
和
1
6
年
度
）

１
収

益
的

収
支

（
税

抜
）

区
　

　
　

　
　

　
分

令
和

６
年

度
令

和
１

１
年

度
令

和
１

０
年

度



[単
位

：千
円

、
％

]

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率

1
１

営
業

収
益

1,
62

9,
80

7
△

 0
.2

1,
63

2,
38

1
0.

2
1,

62
7,

26
3

△
 0

.3
1,

60
8,

86
4

△
 1

.1
1,

59
0,

27
9

△
 1

.2
1,

57
3,

57
9

△
 1

.1
1,

55
7,

37
4

△
 1

.0
1,

54
0,

60
0

△
 1

.1
1,

52
5,

52
0

△
 1

.0
1,

51
0,

06
0

△
 1

.0
1,

49
4,

87
4

△
 1

.0

2
(１

)
使

用
料

1,
32

0,
19

4
△

 0
.1

1,
31

7,
26

8
△

 0
.2

1,
30

2,
46

9
△

 1
.1

1,
28

4,
02

2
△

 1
.4

1,
26

6,
09

9
△

 1
.4

1,
24

8,
70

7
△

 1
.4

1,
23

1,
77

8
△

 1
.4

1,
21

5,
30

2
△

 1
.3

1,
19

9,
25

3
△

 1
.3

1,
18

3,
68

2
△

 1
.3

1,
16

8,
43

4
△

 1
.3

3
(２

)
一

般
会

計
負

担
金

26
4,

73
5

△
 0

.9
25

8,
64

3
△

 2
.3

26
9,

58
7

4.
2

26
9,

63
5

0.
0

26
8,

97
3

△
 0

.2
26

9,
66

5
0.

3
27

0,
38

9
0.

3
27

0,
09

1
△

 0
.1

27
1,

06
0

0.
4

27
1,

17
1

0.
0

27
1,

23
3

0.
0

4
(３

)
そ

の
他

44
,8

78
△

 1
.1

56
,4

70
25

.8
55

,2
07

△
 2

.2
55

,2
07

0.
0

55
,2

07
0.

0
55

,2
07

0.
0

55
,2

07
0.

0
55

,2
07

0.
0

55
,2

07
0.

0
55

,2
07

0.
0

55
,2

07
0.

0

5
２

1,
27

4,
79

8
2.

6
1,

35
7,

92
1

6.
5

1,
40

9,
68

9
3.

8
1,

45
3,

95
1

3.
1

1,
49

7,
54

7
3.

0
1,

54
5,

26
1

3.
2

1,
61

6,
29

8
4.

6
1,

66
9,

20
4

3.
3

1,
74

8,
41

9
4.

7
1,

77
3,

91
1

1.
5

1,
83

5,
31

2
3.

5

6
(１

)
一

般
会

計
負

担
金

・補
助

金
54

5,
06

9
5.

9
61

8,
32

8
13

.4
64

9,
30

9
5.

0
68

6,
13

8
5.

7
72

0,
48

1
5.

0
76

1,
23

4
5.

7
81

7,
29

6
7.

4
86

0,
38

9
5.

3
92

1,
74

9
7.

1
94

9,
44

7
3.

0
99

8,
42

7
5.

2

7
(２

)
長

期
前

受
金

戻
入

益
72

8,
41

4
0.

6
73

8,
87

4
1.

4
75

9,
65

1
2.

8
76

7,
08

4
1.

0
77

6,
33

7
1.

2
78

3,
29

8
0.

9
79

8,
27

3
1.

9
80

8,
08

6
1.

2
82

5,
94

1
2.

2
82

3,
73

5
△

 0
.3

83
6,

15
6

1.
5

8
(３

)
そ

の
他

1,
31

5
△

 6
4.

3
71

9
△

 4
5.

3
72

9
1.

4
72

9
0.

0
72

9
0.

0
72

9
0.

0
72

9
0.

0
72

9
0.

0
72

9
0.

0
72

9
0.

0
72

9
0.

0

9
３

3,
76

9
△

 2
3.

2
2

△
 9

9.
9

2
0.

0
2

0.
0

2
0.

0
2

0.
0

2
0.

0
2

0.
0

2
0.

0
2

0.
0

2
0.

0

10
2,

90
8,

37
4

0.
9

2,
99

0,
30

4
2.

8
3,

03
6,

95
4

1.
6

3,
06

2,
81

7
0.

9
3,

08
7,

82
8

0.
8

3,
11

8,
84

2
1.

0
3,

17
3,

67
4

1.
8

3,
20

9,
80

6
1.

1
3,

27
3,

94
1

2.
0

3,
28

3,
97

3
0.

3
3,

33
0,

18
8

1.
4

11
１

営
業

費
用

2,
64

6,
62

6
2.

4
2,

71
1,

99
2

2.
5

2,
76

1,
79

0
1.

8
2,

78
9,

66
8

1.
0

2,
81

7,
13

2
1.

0
2,

84
6,

13
2

1.
0

2,
90

3,
18

1
2.

0
2,

94
1,

48
3

1.
3

3,
00

5,
53

1
2.

2
3,

02
1,

08
0

0.
5

3,
06

9,
56

0
1.

6

12
(１

)
人

件
費

14
2,

18
6

△
 8

.0
13

8,
89

4
△

 2
.3

14
2,

27
0

2.
4

14
5,

72
8

2.
4

14
9,

27
0

2.
4

15
2,

89
7

2.
4

15
6,

61
3

2.
4

16
0,

41
8

2.
4

16
4,

31
6

2.
4

16
8,

30
8

2.
4

17
2,

39
7

2.
4

13
(２

)
経

費
62

7,
20

0
8.

2
64

5,
89

7
3.

0
65

8,
81

2
2.

0
67

1,
98

5
2.

0
68

5,
42

3
2.

0
69

9,
13

3
2.

0
71

3,
11

4
2.

0
72

7,
37

2
2.

0
74

1,
92

1
2.

0
75

6,
75

7
2.

0
77

1,
89

1
2.

0

14
(３

)
減

価
償

却
費

等
1,

87
7,

24
0

2.
1

1,
92

7,
20

1
2.

7
1,

96
0,

70
8

1.
7

1,
97

1,
95

5
0.

6
1,

98
2,

43
9

0.
5

1,
99

4,
10

2
0.

6
2,

03
3,

45
4

2.
0

2,
05

3,
69

3
1.

0
2,

09
9,

29
4

2.
2

2,
09

6,
01

5
△

 0
.2

2,
12

5,
27

2
1.

4

15
２

営
業

外
費

用
（支

払
利

息
な

ど
）

25
2,

76
3

△
 5

.3
27

1,
45

0
7.

4
26

8,
12

1
△

 1
.2

26
6,

10
6

△
 0

.8
26

3,
65

3
△

 0
.9

26
5,

66
7

0.
8

26
3,

45
0

△
 0

.8
26

1,
28

0
△

 0
.8

26
1,

36
7

0.
0

25
5,

85
0

△
 2

.1
25

3,
58

5
△

 0
.9

16
３

8,
98

5
49

4.
2

6,
86

2
△

 2
3.

6
7,

04
3

2.
6

7,
04

3
0.

0
7,

04
3

0.
0

7,
04

3
0.

0
7,

04
3

0.
0

7,
04

3
0.

0
7,

04
3

0.
0

7,
04

3
0.

0
7,

04
3

0.
0

17
2,

90
8,

37
4

2.
0

2,
99

0,
30

4
2.

8
3,

03
6,

95
4

1.
6

3,
06

2,
81

7
0.

9
3,

08
7,

82
8

0.
8

3,
11

8,
84

2
1.

0
3,

17
3,

67
4

1.
8

3,
20

9,
80

6
1.

1
3,

27
3,

94
1

2.
0

3,
28

3,
97

3
0.

3
3,

33
0,

18
8

1.
4

18
当

年
度

純
利

益
（税

抜
）（

Ａ
）-

（Ｂ
）

0
皆

減
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率

2,
41

9,
60

0
67

.2
1,

94
0,

70
0

△
 1

9.
8

1,
45

2,
90

0
△

 2
5.

1
1,

38
6,

90
0

△
 4

.5
1,

50
3,

50
0

8.
4

1,
29

5,
20

0
△

 1
3.

9
1,

22
1,

80
0

△
 5

.7
1,

31
7,

00
0

7.
8

93
1,

80
0

△
 2

9.
2

1,
15

0,
10

0
23

.4
97

1,
50

0
△

 1
5.

5

2
２

国
庫

補
助

金
等

1,
18

3,
14

5
41

.0
97

2,
15

0
△

 1
7.

8
51

2,
50

0
△

 4
7.

3
58

8,
00

0
14

.7
83

7,
50

0
42

.4
64

0,
50

0
△

 2
3.

5
67

9,
00

0
6.

0
80

2,
00

0
18

.1
50

2,
00

0
△

 3
7.

4
74

4,
00

0
48

.2
59

5,
00

0
△

 2
0.

0

3
３

そ
の

他
（一

般
会

計
出

資
金

な
ど

）
54

,4
04

△
 8

7.
3

8,
11

5
△

 8
5.

1
76

,3
98

84
1.

4
55

,4
56

△
 2

7.
4

8,
41

4
△

 8
4.

8
22

,6
14

16
8.

8
35

,9
97

59
.2

26
,7

66
△

 2
5.

6
52

,6
40

96
.7

22
,4

07
△

 5
7.

4
40

,3
46

80
.1

4
3,

65
7,

14
9

34
.7

2,
92

0,
96

5
△

 2
0.

1
2,

04
1,

79
8

△
 3

0.
1

2,
03

0,
35

6
△

 0
.6

2,
34

9,
41

4
15

.7
1,

95
8,

31
4

△
 1

6.
6

1,
93

6,
79

7
△

 1
.1

2,
14

5,
76

6
10

.8
1,

48
6,

44
0

△
 3

0.
7

1,
91

6,
50

7
28

.9
1,

60
6,

84
6

△
 1

6.
2

5
１

建
設

改
良

費
3,

15
5,

28
4

53
.3

2,
35

9,
96

9
△

 2
5.

2
1,

45
5,

68
1

△
 3

8.
3

1,
46

8,
06

6
0.

9
1,

88
0,

21
1

28
.1

1,
50

0,
23

1
△

 2
0.

2
1,

56
7,

19
6

4.
5

1,
83

7,
49

6
17

.2
1,

22
3,

25
6

△
 3

3.
4

1,
69

4,
58

6
38

.5
1,

38
9,

30
6

△
 1

8.
0

6
２

リ
ー

ス
債

務
支

払
額

等
26

,1
25

8.
7

26
,2

02
0.

3
26

,2
02

0.
0

26
,2

02
0.

0
26

,2
02

0.
0

26
,2

02
0.

0
26

,2
02

0.
0

26
,2

02
0.

0
26

,2
02

0.
0

26
,2

02
0.

0
26

,2
02

0.
0

7
３

企
業

債
償

還
金

1,
88

5,
37

2
0.

5
1,

79
9,

10
5

△
 4

.6
1,

86
2,

38
2

3.
5

1,
83

8,
04

1
△

 1
.3

1,
75

3,
98

4
△

 4
.6

1,
75

4,
47

9
0.

0
1,

67
5,

95
9

△
 4

.5
1,

62
9,

07
4

△
 2

.8
1,

59
7,

55
8

△
 1

.9
1,

57
9,

04
4

△
 1

.2
1,

58
2,

53
5

0.
2

8
5,

06
6,

78
1

28
.0

4,
18

5,
27

6
△

 1
7.

4
3,

34
4,

26
5

△
 2

0.
1

3,
33

2,
30

9
△

 0
.4

3,
66

0,
39

7
9.

8
3,

28
0,

91
2

△
 1

0.
4

3,
26

9,
35

7
△

 0
.4

3,
49

2,
77

2
6.

8
2,

84
7,

01
6

△
 1

8.
5

3,
29

9,
83

2
15

.9
2,

99
8,

04
3

△
 9

.1

9
1,

40
9,

63
2

13
.3

1,
26

4,
31

1
△

 1
0.

3
1,

30
2,

46
7

3.
0

1,
30

1,
95

3
△

 0
.0

1,
31

0,
98

3
0.

7
1,

32
2,

59
8

0.
9

1,
33

2,
56

0
0.

8
1,

34
7,

00
6

1.
1

1,
36

0,
57

6
1.

0
1,

38
3,

32
5

1.
7

1,
39

1,
19

7
0.

6

10
24

5,
99

2
△

 4
1.

4
26

6,
25

5
8.

2
24

5,
94

5
△

 7
.6

24
1,

46
3

△
 1

.8
23

4,
98

2
△

 2
.7

20
7,

08
8

△
 1

1.
9

18
7,

50
9

△
 9

.5
17

0,
41

0
△

 9
.1

15
2,

38
7

△
 1

0.
6

11
7,

74
2

△
 2

2.
7

86
,9

61
△

 2
6.

1

11
84

6,
38

5
△

 3
0.

1
87

6,
58

4
3.

6
98

6,
79

2
12

.6
1,

00
2,

72
7

1.
6

98
9,

36
6

△
 1

.3
1,

04
5,

01
1

5.
6

1,
11

5,
18

0
6.

7
1,

14
8,

74
4

3.
0

1,
23

6,
94

7
7.

7
1,

23
4,

52
3

△
 0

.2
1,

30
1,

50
4

5.
4

12
59

9,
92

5
△

 1
2.

7
60

2,
92

0
0.

5
74

7,
74

4
24

.0
74

5,
37

2
△

 0
.3

77
1,

24
9

3.
5

84
6,

31
6

9.
7

91
3,

42
9

7.
9

93
8,

79
0

2.
8

1,
01

3,
07

0
7.

9
1,

00
5,

78
2

△
 0

.7
1,

07
4,

01
4

6.
8

13
24

6,
46

0
△

 5
2.

9
27

3,
66

4
11

.0
23

9,
04

8
△

 1
2.

6
25

7,
35

5
7.

7
21

8,
11

7
△

 1
5.

2
19

8,
69

5
△

 8
.9

20
1,

75
1

1.
5

20
9,

95
4

4.
1

22
3,

87
7

6.
6

22
8,

74
1

2.
2

22
7,

49
0

△
 0

.5

14
21

,7
27

,5
46

2.
5

21
,8

69
,1

41
0.

7
21

,4
59

,6
59

△
 1

.9
21

,0
08

,5
18

△
 2

.1
20

,7
58

,0
34

△
 1

.2
20

,2
98

,7
55

△
 2

.2
19

,8
44

,5
96

△
 2

.2
19

,5
32

,5
22

△
 1

.6
18

,8
66

,7
64

△
 3

.4
18

,4
37

,8
20

△
 2

.3
17

,8
26

,7
85

△
 3

.3

下
 水

 道
 事

 業
 【

 公
 共

 下
 水

 道
 事

 業
 】

 投
 資

 ・
 財

 政
 
計
 
画
 
（
令
和
６
年
度
～
令
和
1
6
年
度
）

- 31 -

１
収

益
的

収
支

（
税

抜
）

行 番 号
区

　
　

　
　

　
　

分
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度
令

和
８

年
度

令
和

９
年

度
令

和
１

０
年

度
令

和
１

１
年

度

収 入

営
業

外
収

益

特
別

利
益 収

　
入

　
計

（Ａ
）

令
和

１
２

年
度

令
和

１
３

年
度

令
和

１
４

年
度

令
和

１
５

年
度

令
和

１
６

年
度

支 出

特
別

損
失

等

支
　

出
　

計
（Ｂ

）

２
資

本
的

収
支

（
税

込
）

行 番 号
区

　
　

　
　

　
　

分
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度
令

和
８

年
度

令
和

９
年

度
令

和
１

０
年

度
令

和
１

１
年

度

1

収 入

１
企

業
債

収
　

入
　

計
（Ａ

）

令
和

１
２

年
度

令
和

１
３

年
度

令
和

１
４

年
度

令
和

１
５

年
度

令
和

１
６

年
度

支 出

支
　

出
　

計
（Ｂ

）

収
入

額
が

支
出

額
に

不
足

す
る

額
（
Ａ

）
-
（
Ｂ

）

企
業

債
年

度
末

未
償

還
残

高

一
般

会
計

か
ら

の
繰

入
金

の
合

計

　
う

ち
基

準
内

繰
入

　
う

ち
基

準
外

繰
入

補
て

ん
財

源
残

高



[単
位

：千
円

、
％

]

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率

1
１

営
業

収
益

89
,1

60
△

 1
.7

87
,6

18
△

 1
.7

87
,0

59
△

 0
.6

85
,8

40
△

 1
.4

84
,6

57
△

 1
.4

83
,5

03
△

 1
.4

82
,3

80
△

 1
.3

81
,2

86
△

 1
.3

80
,2

21
△

 1
.3

79
,1

80
△

 1
.3

78
,1

67
△

 1
.3

2
(１

)
使

用
料

89
,1

60
△

 1
.7

87
,6

18
△

 1
.7

87
,0

59
△

 0
.6

85
,8

40
△

 1
.4

84
,6

57
△

 1
.4

83
,5

03
△

 1
.4

82
,3

80
△

 1
.3

81
,2

86
△

 1
.3

80
,2

21
△

 1
.3

79
,1

80
△

 1
.3

78
,1

67
△

 1
.3

3
(２

)
一

般
会

計
負

担
金

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

4
(３

)
そ

の
他

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

5
２

68
,3

96
△

 4
.4

70
,2

07
2.

6
71

,1
05

1.
3

80
,1

05
12

.7
96

,2
31

20
.1

96
,2

03
△

 0
.0

95
,6

56
△

 0
.6

96
,4

63
0.

8
98

,2
53

1.
9

10
5,

45
1

7.
3

10
6,

58
4

1.
1

6
(１

)
一

般
会

計
負

担
金

・補
助

金
40

,9
32

△
 3

.7
43

,2
36

5.
6

40
,8

79
△

 5
.5

48
,2

42
18

.0
64

,3
97

33
.5

65
,0

05
0.

9
65

,3
12

0.
5

66
,2

83
1.

5
67

,8
07

2.
3

72
,4

96
6.

9
73

,3
56

1.
2

7
(２

)
長

期
前

受
金

戻
入

益
27

,4
64

△
 5

.5
26

,9
71

△
 1

.8
30

,2
26

12
.1

31
,8

63
5.

4
31

,8
34

△
 0

.1
31

,1
98

△
 2

.0
30

,3
44

△
 2

.7
30

,1
80

△
 0

.5
30

,4
46

0.
9

32
,9

55
8.

2
33

,2
28

0.
8

8
(３

)
そ

の
他

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

9
３

0
皆

減
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

10
15

7,
55

6
△

 3
.1

15
7,

82
5

0.
2

15
8,

16
4

0.
2

16
5,

94
5

4.
9

18
0,

88
8

9.
0

17
9,

70
6

△
 0

.7
17

8,
03

6
△

 0
.9

17
7,

74
9

△
 0

.2
17

8,
47

4
0.

4
18

4,
63

1
3.

4
18

4,
75

1
0.

1

11
１

営
業

費
用

14
1,

18
2

△
 0

.8
14

2,
55

2
1.

0
14

3,
63

3
0.

8
15

1,
06

2
5.

2
16

4,
63

8
9.

0
16

4,
35

2
△

 0
.2

16
3,

68
7

△
 0

.4
16

4,
43

5
0.

5
16

6,
07

8
1.

0
17

2,
44

9
3.

8
17

3,
48

4
0.

6

12
(１

)
人

件
費

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

13
(２

)
経

費
45

,6
56

4.
7

48
,0

09
5.

2
48

,9
68

2.
0

49
,9

49
2.

0
50

,9
47

2.
0

51
,9

66
2.

0
53

,0
05

2.
0

54
,0

64
2.

0
55

,1
46

2.
0

56
,2

50
2.

0
57

,3
74

2.
0

14
(３

)
減

価
償

却
費

等
95

,5
26

△
 1

.5
94

,5
43

△
 1

.0
94

,6
65

0.
1

10
1,

11
3

6.
8

11
3,

69
1

12
.4

11
2,

38
6

△
 1

.1
11

0,
68

2
△

 1
.5

11
0,

37
1

△
 0

.3
11

0,
93

2
0.

5
11

6,
19

9
4.

7
11

6,
11

0
△

 0
.1

15
２

営
業

外
費

用
（支

払
利

息
な

ど
）

16
,3

74
△

 1
8.

7
15

,2
73

△
 6

.7
14

,5
31

△
 4

.9
14

,8
83

2.
4

16
,2

50
9.

2
15

,3
54

△
 5

.5
14

,3
49

△
 6

.5
13

,3
14

△
 7

.2
12

,3
96

△
 6

.9
12

,1
82

△
 1

.7
11

,2
67

△
 7

.5

16
３

0
皆

減
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

17
15

7,
55

6
△

 3
.1

15
7,

82
5

0.
2

15
8,

16
4

0.
2

16
5,

94
5

4.
9

18
0,

88
8

9.
0

17
9,

70
6

△
 0

.7
17

8,
03

6
△

 0
.9

17
7,

74
9

△
 0

.2
17

8,
47

4
0.

4
18

4,
63

1
3.

4
18

4,
75

1
0.

1

18
当

年
度

純
利

益
（税

抜
）（

Ａ
）-

（Ｂ
）

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率

68
,4

00
△

 2
.8

75
,7

00
10

.7
12

7,
40

0
68

.3
16

8,
00

0
31

.9
39

,6
00

△
 7

6.
4

26
,0

00
△

 3
4.

3
18

,8
00

△
 2

7.
7

19
,3

00
2.

7
52

,9
00

17
4.

1
5,

40
0

△
 8

9.
8

37
,6

00
59

6.
3

2
２

国
庫

補
助

金
等

11
,0

00
皆

増
10

,0
00

△
 9

.1
59

,5
00

49
5.

0
11

0,
50

0
85

.7
0

皆
減

0
-

0
-

5,
00

0
皆

増
46

,0
00

82
0.

0
5,

00
0

△
 8

9.
1

34
,5

00
59

0.
0

3
３

そ
の

他
（一

般
会

計
出

資
金

な
ど

）
7,

55
8

△
 7

0.
8

38
△

 9
9.

5
88

13
1.

6
0

皆
減

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

4
86

,9
58

△
 9

.7
85

,7
38

△
 1

.4
18

6,
98

8
11

8.
1

27
8,

50
0

48
.9

39
,6

00
△

 8
5.

8
26

,0
00

△
 3

4.
3

18
,8

00
△

 2
7.

7
24

,3
00

29
.3

98
,9

00
30

7.
0

10
,4

00
△

 8
9.

5
72

,1
00

59
3.

3

5
１

建
設

改
良

費
21

,6
36

皆
増

20
,9

00
△

 3
.4

12
4,

35
5

49
5.

0
23

0,
94

5
85

.7
0

皆
減

0
-

0
-

10
,4

50
皆

増
96

,1
40

82
0.

0
10

,4
50

△
 8

9.
1

72
,1

05
59

0.
0

6
２

リ
ー

ス
債

務
支

払
額

等
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

7
３

企
業

債
償

還
金

13
3,

38
4

△
 1

6.
0

13
2,

41
0

△
 0

.7
12

7,
07

2
△

 4
.0

11
2,

17
5

△
 1

1.
7

10
7,

90
6

△
 3

.8
93

,6
31

△
 1

3.
2

85
,5

84
△

 8
.6

80
,5

52
△

 5
.9

69
,7

17
△

 1
3.

5
63

,0
17

△
 9

.6
64

,3
03

2.
0

8
15

5,
02

0
△

 2
.4

15
3,

31
0

△
 1

.1
25

1,
42

7
64

.0
34

3,
12

0
36

.5
10

7,
90

6
△

 6
8.

6
93

,6
31

△
 1

3.
2

85
,5

84
△

 8
.6

91
,0

02
6.

3
16

5,
85

7
82

.3
73

,4
67

△
 5

5.
7

13
6,

40
8

85
.7

9
68

,0
62

8.
9

67
,5

72
△

 0
.7

64
,4

39
△

 4
.6

64
,6

20
0.

3
68

,3
06

5.
7

67
,6

31
△

 1
.0

66
,7

84
△

 1
.3

66
,7

02
△

 0
.1

66
,9

57
0.

4
63

,0
67

△
 5

.8
64

,3
08

2.
0

10
13

,9
31

0.
0

13
,9

31
0.

0
13

,9
31

0.
0

18
,5

61
33

.2
32

,1
12

73
.0

45
,6

69
42

.2
59

,2
23

29
.7

72
,7

12
22

.8
86

,2
41

18
.6

10
6,

41
8

23
.4

12
4,

99
2

17
.5

11
48

,4
90

△
 2

3.
1

43
,2

74
△

 1
0.

8
40

,9
67

△
 5

.3
48

,2
42

17
.8

64
,3

97
33

.5
65

,0
05

0.
9

65
,3

12
0.

5
66

,2
83

1.
5

67
,8

07
2.

3
72

,4
96

6.
9

73
,3

56
1.

2

12
41

,6
55

2.
9

38
,8

74
△

 6
.7

35
,4

83
△

 8
.7

37
,4

40
5.

5
36

,9
54

△
 1

.3
31

,5
37

△
 1

4.
7

31
,6

02
0.

2
31

,6
02

0.
0

31
,6

02
0.

0
31

,6
02

0.
0

31
,6

02
0.

0

13
6,

83
5

△
 6

9.
7

4,
40

0
△

 3
5.

6
5,

48
4

24
.6

10
,8

02
97

.0
27

,4
43

15
4.

1
33

,4
68

22
.0

33
,7

10
0.

7
34

,6
81

2.
9

36
,2

05
4.

4
40

,8
94

13
.0

41
,7

54
2.

1

14
1,

09
1,

77
5

△
 5

.6
1,

03
5,

06
5

△
 5

.2
1,

03
5,

39
3

0.
0

1,
09

1,
21

8
5.

4
1,

02
2,

91
2

△
 6

.3
95

5,
28

1
△

 6
.6

88
8,

49
7

△
 7

.0
82

7,
24

5
△

 6
.9

81
0,

42
8

△
 2

.0
75

2,
81

1
△

 7
.1

72
6,

10
8

△
 3

.5

下
 水

 道
 事

 業
 【

 特
 定

 環
 境

 保
 全

 公
 共

 下
 水

 道
 事

 業
 】

 投
 資

 
・
 
財
 
政
 
計
 
画
 
（
令
和
６
年
度
～
令
和
1
6
年
度
）

- 32 -

１
収

益
的

収
支

（
税

抜
）

行 番 号
区

　
　

　
　

　
　

分
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度
令

和
８

年
度

令
和

９
年

度
令

和
１

０
年

度
令

和
１

１
年

度

収 入

営
業

外
収

益

特
別

利
益 収

　
入

　
計

（Ａ
）

令
和

１
２

年
度

令
和

１
３

年
度

令
和

１
４

年
度

令
和

１
５

年
度

令
和

１
６

年
度

支 出

特
別

損
失

等

支
　

出
　

計
（Ｂ

）

２
資

本
的

収
支

（
税

込
）

行 番 号
区

　
　

　
　

　
　

分
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度
令

和
８

年
度

令
和

９
年

度
令

和
１

０
年

度
令

和
１

１
年

度

1

収 入

１
企

業
債

収
　

入
　

計
（Ａ

）

令
和

１
２

年
度

令
和

１
３

年
度

令
和

１
４

年
度

令
和

１
５

年
度

令
和

１
６

年
度

支 出

支
　

出
　

計
（Ｂ

）

収
入

額
が

支
出

額
に

不
足

す
る

額
（
Ａ

）
-
（
Ｂ

）

　
う

ち
基

準
外

繰
入

企
業

債
年

度
末

未
償

還
残

高

一
般

会
計

か
ら

の
繰

入
金

の
合

計

　
う

ち
基

準
内

繰
入

補
て

ん
財

源
残

高



[単
位

：千
円

、
％

]

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率

1
１

営
業

収
益

59
,5

45
△

 1
.7

58
,5

49
△

 1
.7

58
,1

89
△

 0
.6

57
,4

01
△

 1
.4

56
,6

37
△

 1
.3

55
,8

92
△

 1
.3

55
,1

67
△

 1
.3

54
,4

61
△

 1
.3

53
,7

73
△

 1
.3

53
,1

01
△

 1
.2

52
,4

47
△

 1
.2

2
(１

)
使

用
料

57
,5

69
△

 1
.7

56
,5

73
△

 1
.7

56
,2

13
△

 0
.6

55
,4

25
△

 1
.4

54
,6

61
△

 1
.4

53
,9

16
△

 1
.4

53
,1

91
△

 1
.3

52
,4

85
△

 1
.3

51
,7

97
△

 1
.3

51
,1

25
△

 1
.3

50
,4

71
△

 1
.3

3
(２

)
一

般
会

計
負

担
金

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

4
(３

)
そ

の
他

1,
97

6
0.

0
1,

97
6

0.
0

1,
97

6
0.

0
1,

97
6

0.
0

1,
97

6
0.

0
1,

97
6

0.
0

1,
97

6
0.

0
1,

97
6

0.
0

1,
97

6
0.

0
1,

97
6

0.
0

1,
97

6
0.

0

5
２

13
4,

74
4

13
.8

13
2,

99
1

△
 1

.3
13

1,
95

6
△

 0
.8

13
3,

77
2

1.
4

15
2,

02
2

13
.6

17
1,

84
3

13
.0

18
7,

38
5

9.
0

19
5,

75
7

4.
5

19
6,

33
4

0.
3

19
7,

11
2

0.
4

19
7,

51
0

0.
2

6
(１

)
一

般
会

計
負

担
金

・補
助

金
78

,1
90

25
.5

78
,7

56
0.

7
78

,7
08

△
 0

.1
80

,4
13

2.
2

91
,7

51
14

.1
10

3,
86

3
13

.2
11

3,
54

1
9.

3
11

9,
29

6
5.

1
12

0,
37

9
0.

9
12

1,
51

4
0.

9
12

2,
65

6
0.

9

7
(２

)
長

期
前

受
金

戻
入

益
56

,5
54

2.
5

54
,2

35
△

 4
.1

53
,2

48
△

 1
.8

53
,3

59
0.

2
60

,2
71

13
.0

67
,9

80
12

.8
73

,8
44

8.
6

76
,4

61
3.

5
75

,9
55

△
 0

.7
75

,5
98

△
 0

.5
74

,8
54

△
 1

.0

8
(３

)
そ

の
他

0
皆

減
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

9
３

0
皆

減
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

10
19

4,
28

9
7.

6
19

1,
54

0
△

 1
.4

19
0,

14
5

△
 0

.7
19

1,
17

3
0.

5
20

8,
65

9
9.

1
22

7,
73

5
9.

1
24

2,
55

2
6.

5
25

0,
21

8
3.

2
25

0,
10

7
△

 0
.0

25
0,

21
3

0.
0

24
9,

95
7

△
 0

.1

11
１

営
業

費
用

18
3,

29
9

8.
4

18
1,

94
0

△
 0

.7
18

1,
61

1
△

 0
.2

18
3,

48
9

1.
0

19
9,

64
2

8.
8

21
7,

24
5

8.
8

23
1,

28
0

6.
5

23
8,

71
6

3.
2

23
9,

78
2

0.
4

24
1,

04
0

0.
5

24
1,

77
6

0.
3

12
(１

)
人

件
費

4,
04

1
0.

0
7,

12
9

76
.4

7,
25

7
1.

8
7,

38
7

1.
8

7,
51

9
1.

8
7,

65
4

1.
8

7,
79

1
1.

8
7,

93
1

1.
8

8,
07

3
1.

8
8,

21
8

1.
8

8,
36

5
1.

8

13
(２

)
経

費
76

,3
17

22
.6

73
,4

99
△

 3
.7

74
,9

63
2.

0
76

,4
63

2.
0

77
,9

92
2.

0
79

,5
50

2.
0

81
,1

40
2.

0
82

,7
64

2.
0

84
,4

18
2.

0
86

,1
06

2.
0

87
,8

28
2.

0

14
(３

)
減

価
償

却
費

等
10

2,
94

1
0.

0
10

1,
31

2
△

 1
.6

99
,3

91
△

 1
.9

99
,6

39
0.

2
11

4,
13

1
14

.5
13

0,
04

1
13

.9
14

2,
34

9
9.

5
14

8,
02

1
4.

0
14

7,
29

1
△

 0
.5

14
6,

71
6

△
 0

.4
14

5,
58

3
△

 0
.8

15
２

営
業

外
費

用
（支

払
利

息
な

ど
）

10
,9

90
0.

1
9,

60
0

△
 1

2.
6

8,
53

4
△

 1
1.

1
7,

68
4

△
 1

0.
0

9,
01

7
17

.3
10

,4
90

16
.3

11
,2

72
7.

5
11

,5
02

2.
0

10
,3

25
△

 1
0.

2
9,

17
3

△
 1

1.
2

8,
18

1
△

 1
0.

8

16
３

0
皆

減
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

17
19

4,
28

9
7.

6
19

1,
54

0
△

 1
.4

19
0,

14
5

△
 0

.7
19

1,
17

3
0.

5
20

8,
65

9
9.

1
22

7,
73

5
9.

1
24

2,
55

2
6.

5
25

0,
21

8
3.

2
25

0,
10

7
△

 0
.0

25
0,

21
3

0.
0

24
9,

95
7

△
 0

.1

18
当

年
度

純
利

益
（税

抜
）（

Ａ
）-

（Ｂ
）

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率

25
,5

00
68

.9
34

,6
00

35
.7

35
,2

00
1.

7
16

0,
60

0
35

6.
3

16
1,

10
0

0.
3

12
4,

30
0

△
 2

2.
8

91
,7

00
△

 2
6.

2
3,

60
0

△
 9

6.
1

60
0

△
 8

3.
3

5,
40

0
80

0.
0

73
,5

00
1,

26
1.

1

2
２

国
庫

補
助

金
等

5,
00

0
△

 7
2.

2
0

皆
減

5,
00

0
皆

増
12

7,
50

0
2,

45
0.

0
14

1,
50

0
11

.0
10

7,
50

0
△

 2
4.

0
81

,0
00

△
 2

4.
7

0
皆

減
0

-
5,

00
0

皆
増

67
,5

00
1,

25
0.

0

3
３

そ
の

他
（一

般
会

計
出

資
金

な
ど

）
12

,6
04

△
 3

5.
6

18
2

△
 9

8.
6

0
皆

減
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

4
43

,1
04

△
 1

8.
1

34
,7

82
△

 1
9.

3
40

,2
00

15
.6

28
8,

10
0

61
6.

7
30

2,
60

0
5.

0
23

1,
80

0
△

 2
3.

4
17

2,
70

0
△

 2
5.

5
3,

60
0

△
 9

7.
9

60
0

△
 8

3.
3

10
,4

00
1,

63
3.

3
14

1,
00

0
1,

25
5.

8

5
１

建
設

改
良

費
9,

09
0

△
 5

2.
2

0
皆

減
10

,4
50

皆
増

26
6,

47
5

2,
45

0.
0

29
5,

73
5

11
.0

22
4,

67
5

△
 2

4.
0

16
9,

29
0

△
 2

4.
7

0
皆

減
0

-
10

,4
50

皆
増

14
1,

07
5

1,
25

0.
0

6
２

リ
ー

ス
債

務
支

払
額

等
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

7
３

企
業

債
償

還
金

87
,6

83
26

.4
81

,7
46

△
 6

.8
75

,9
59

△
 7

.1
68

,0
53

△
 1

0.
4

60
,8

35
△

 1
0.

6
69

,3
48

14
.0

72
,0

18
3.

9
75

,1
77

4.
4

72
,0

01
△

 4
.2

66
,7

54
△

 7
.3

61
,3

91
△

 8
.0

8
96

,7
73

9.
5

81
,7

46
△

 1
5.

5
86

,4
09

5.
7

33
4,

52
8

28
7.

1
35

6,
57

0
6.

6
29

4,
02

3
△

 1
7.

5
24

1,
30

8
△

 1
7.

9
75

,1
77

△
 6

8.
8

72
,0

01
△

 4
.2

77
,2

04
7.

2
20

2,
46

6
16

2.
2

9
53

,6
69

50
.3

46
,9

64
△

 1
2.

5
46

,2
09

△
 1

.6
46

,4
28

0.
5

53
,9

70
16

.2
62

,2
23

15
.3

68
,6

08
10

.3
71

,5
77

4.
3

71
,4

01
△

 0
.2

66
,8

04
△

 6
.4

61
,4

66
△

 8
.0

10
3,

54
4

△
 6

7.
3

3,
65

7
3.

2
3,

59
1

△
 1

.8
3,

44
3

△
 4

.1
3,

33
3

△
 3

.2
3,

17
1

△
 4

.9
3,

06
8

△
 3

.2
3,

05
1

△
 0

.6
2,

98
6

△
 2

.1
7,

30
0

14
4.

5
16

,5
63

12
6.

9

11
90

,7
94

30
.0

78
,9

38
△

 1
3.

1
78

,7
08

△
 0

.3
80

,4
13

2.
2

91
,7

51
14

.1
10

3,
86

3
13

.2
11

3,
54

1
9.

3
11

9,
29

6
5.

1
12

0,
37

9
0.

9
12

1,
51

4
0.

9
12

2,
65

6
0.

9

12
58

,6
06

0.
9

58
,6

06
0.

0
55

,7
60

△
 4

.9
55

,7
59

△
 0

.0
50

,6
62

△
 9

.1
50

,6
62

0.
0

50
,6

62
0.

0
50

,6
62

0.
0

50
,6

62
0.

0
50

,6
62

0.
0

50
,6

62
0.

0

13
32

,1
88

17
4.

8
20

,3
32

△
 3

6.
8

22
,9

48
12

.9
24

,6
54

7.
4

41
,0

89
66

.7
53

,2
01

29
.5

62
,8

79
18

.2
68

,6
34

9.
2

69
,7

17
1.

6
70

,8
52

1.
6

71
,9

94
1.

6

14
51

1,
62

5
△

 1
0.

8
46

4,
47

9
△

 9
.2

42
3,

72
0

△
 8

.8
51

6,
26

7
21

.8
61

6,
53

2
19

.4
67

1,
48

4
8.

9
69

1,
16

6
2.

9
61

9,
58

9
△

 1
0.

4
54

8,
18

8
△

 1
1.

5
48

6,
83

4
△

 1
1.

2
49

8,
94

3
2.

5

下
 水

 道
 事

 業
 【

 農
 業

 集
 落

 排
 水

 事
 業

 】
投

 資
 ・

 財
 政

 
計
 
画
 
 
（
令
和
６
年
度
～
令
和
1
6
年
度
）

- 33 -

１
収

益
的

収
支

（
税

抜
）

行 番 号
区

　
　

　
　

　
　

分
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度
令

和
８

年
度

令
和

９
年

度
令

和
１

０
年

度
令

和
１

１
年

度

収 入

営
業

外
収

益

特
別

利
益 収

　
入

　
計

（Ａ
）

令
和

１
２

年
度

令
和

１
３

年
度

令
和

１
４

年
度

令
和

１
５

年
度

令
和

１
６

年
度

支 出

特
別

損
失

等

支
　

出
　

計
（Ｂ

）

２
資

本
的

収
支

（
税

込
）

行 番 号
区

　
　

　
　

　
　

分
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度
令

和
８

年
度

令
和

９
年

度
令

和
１

０
年

度
令

和
１

１
年

度

1

収 入

１
企

業
債

収
　

入
　

計
（Ａ

）

令
和

１
２

年
度

令
和

１
３

年
度

令
和

１
４

年
度

令
和

１
５

年
度

令
和

１
６

年
度

支 出

支
　

出
　

計
（Ｂ

）

収
入

額
が

支
出

額
に

不
足

す
る

額
（
Ａ

）
-
（
Ｂ

）

　
う

ち
基

準
外

繰
入

企
業

債
年

度
末

未
償

還
残

高

一
般

会
計

か
ら

の
繰

入
金

の
合

計

　
う

ち
基

準
内

繰
入

補
て

ん
財

源
残

高



[単
位

：千
円

、
％

]

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率

1
１

営
業

収
益

12
,3

35
△

 1
.7

12
,1

21
△

 1
.7

12
,0

44
△

 0
.6

11
,8

76
△

 1
.4

11
,7

12
△

 1
.4

11
,5

53
△

 1
.4

11
,3

98
△

 1
.3

11
,2

46
△

 1
.3

11
,0

99
△

 1
.3

10
,9

55
△

 1
.3

10
,8

15
△

 1
.3

2
(１

)
使

用
料

12
,3

22
△

 1
.7

12
,1

08
△

 1
.7

12
,0

31
△

 0
.6

11
,8

63
△

 1
.4

11
,6

99
△

 1
.4

11
,5

40
△

 1
.4

11
,3

85
△

 1
.3

11
,2

33
△

 1
.3

11
,0

86
△

 1
.3

10
,9

42
△

 1
.3

10
,8

02
△

 1
.3

3
(２

)
一

般
会

計
負

担
金

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

4
(３

)
そ

の
他

13
0.

0
13

0.
0

13
0.

0
13

0.
0

13
0.

0
13

0.
0

13
0.

0
13

0.
0

13
0.

0
13

0.
0

13
0.

0

5
２

35
,2

65
8.

2
35

,3
93

0.
4

35
,7

10
0.

9
36

,1
80

1.
3

37
,3

81
3.

3
45

,1
33

20
.7

46
,7

86
3.

7
47

,3
80

1.
3

48
,7

26
2.

8
62

,6
09

28
.5

63
,1

71
0.

9

6
(１

)
一

般
会

計
負

担
金

・補
助

金
23

,8
08

12
.7

23
,9

34
0.

5
24

,2
51

1.
3

24
,7

21
1.

9
25

,9
22

4.
9

30
,2

92
16

.9
31

,9
45

5.
5

32
,5

39
1.

9
33

,5
58

3.
1

41
,9

32
25

.0
42

,4
94

1.
3

7
(２

)
長

期
前

受
金

戻
入

益
11

,4
57

△
 0

.0
11

,4
59

0.
0

11
,4

59
0.

0
11

,4
59

0.
0

11
,4

59
0.

0
14

,8
41

29
.5

14
,8

41
0.

0
14

,8
41

0.
0

15
,1

68
2.

2
20

,6
77

36
.3

20
,6

77
0.

0

8
(３

)
そ

の
他

0
皆

減
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

9
３

0
皆

減
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

10
47

,6
00

5.
3

47
,5

14
△

 0
.2

47
,7

54
0.

5
48

,0
56

0.
6

49
,0

93
2.

2
56

,6
86

15
.5

58
,1

84
2.

6
58

,6
26

0.
8

59
,8

25
2.

0
73

,5
64

23
.0

73
,9

86
0.

6

11
１

営
業

費
用

45
,5

58
6.

3
45

,7
41

0.
4

46
,2

30
1.

1
46

,7
30

1.
1

47
,9

28
2.

6
55

,5
48

15
.9

56
,0

79
1.

0
56

,6
22

1.
0

57
,8

61
2.

2
69

,9
89

21
.0

70
,5

63
0.

8

12
(１

)
人

件
費

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

13
(２

)
経

費
24

,3
65

12
.6

24
,5

48
0.

8
25

,0
37

2.
0

25
,5

37
2.

0
26

,0
48

2.
0

26
,5

69
2.

0
27

,1
00

2.
0

27
,6

43
2.

0
28

,1
95

2.
0

28
,7

59
2.

0
29

,3
33

2.
0

14
(３

)
減

価
償

却
費

等
21

,1
93

0.
0

21
,1

93
0.

0
21

,1
93

0.
0

21
,1

93
0.

0
21

,8
80

3.
2

28
,9

79
32

.4
28

,9
79

0.
0

28
,9

79
0.

0
29

,6
66

2.
4

41
,2

30
39

.0
41

,2
30

0.
0

15
２

営
業

外
費

用
（支

払
利

息
な

ど
）

2,
04

2
△

 1
2.

9
1,

77
3

△
 1

3.
2

1,
52

4
△

 1
4.

0
1,

32
6

△
 1

3.
0

1,
16

5
△

 1
2.

1
1,

13
8

△
 2

.3
2,

10
5

85
.0

2,
00

4
△

 4
.8

1,
96

4
△

 2
.0

3,
57

5
82

.0
3,

42
3

△
 4

.3

16
３

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

17
47

,6
00

5.
3

47
,5

14
△

 0
.2

47
,7

54
0.

5
48

,0
56

0.
6

49
,0

93
2.

2
56

,6
86

15
.5

58
,1

84
2.

6
58

,6
26

0.
8

59
,8

25
2.

0
73

,5
64

23
.0

73
,9

86
0.

6

18
当

年
度

純
利

益
（税

抜
）（

Ａ
）-

（Ｂ
）

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率

10
,6

00
5.

0
13

,1
00

23
.6

13
,0

00
△

 0
.8

9,
30

0
△

 2
8.

5
12

,5
00

34
.4

69
,0

00
45

2.
0

0
皆

減
6,

50
0

皆
増

11
0,

00
0

1,
59

2.
3

0
皆

減
0

-

2
２

国
庫

補
助

金
等

0
-

0
-

0
-

0
-

6,
00

0
皆

増
62

,0
00

93
3.

3
0

皆
減

6,
00

0
皆

増
10

1,
00

0
1,

58
3.

3
0

皆
減

0
-

3
３

そ
の

他
（一

般
会

計
出

資
金

な
ど

）
1,

64
6

32
.0

73
△

 9
5.

6
20

△
 7

2.
6

16
△

 2
0.

0
0

皆
減

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

4
12

,2
46

7.
9

13
,1

73
7.

6
13

,0
20

△
 1

.2
9,

31
6

△
 2

8.
4

18
,5

00
98

.6
13

1,
00

0
60

8.
1

0
皆

減
12

,5
00

皆
増

21
1,

00
0

1,
58

8.
0

0
皆

減
0

-

5
１

建
設

改
良

費
0

-
0

-
0

-
0

-
12

,5
40

皆
増

12
9,

58
0

93
3.

3
0

皆
減

12
,5

40
皆

増
21

1,
09

0
1,

58
3.

3
0

皆
減

0
-

6
２

リ
ー

ス
債

務
支

払
額

等
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

7
３

企
業

債
償

還
金

21
,9

82
4.

3
22

,9
07

4.
2

22
,7

54
△

 0
.7

19
,0

50
△

 1
6.

3
15

,7
75

△
 1

7.
2

8,
62

5
△

 4
5.

3
8,

01
0

△
 7

.1
10

,4
71

30
.7

9,
84

9
△

 5
.9

10
,3

99
5.

6
17

,6
09

69
.3

8
21

,9
82

4.
3

22
,9

07
4.

2
22

,7
54

△
 0

.7
19

,0
50

△
 1

6.
3

28
,3

15
48

.6
13

8,
20

5
38

8.
1

8,
01

0
△

 9
4.

2
23

,0
11

18
7.

3
22

0,
93

9
86

0.
1

10
,3

99
△

 9
5.

3
17

,6
09

69
.3

9
9,

73
6

0.
0

9,
73

4
△

 0
.0

9,
73

4
0.

0
9,

73
4

0.
0

9,
81

5
0.

8
7,

20
5

△
 2

6.
6

8,
01

0
11

.2
10

,5
11

31
.2

9,
93

9
△

 5
.4

10
,3

99
4.

6
17

,6
09

69
.3

10
0

-
0

-
0

-
0

-
60

6
皆

増
7,

53
9

1,
14

4.
1

13
,6

67
81

.3
17

,2
94

26
.5

21
,8

53
26

.4
32

,0
07

46
.5

34
,9

51
9.

2

11
25

,4
54

13
.8

24
,0

07
△

 5
.7

24
,2

71
1.

1
24

,7
37

1.
9

25
,9

22
4.

8
30

,2
92

16
.9

31
,9

45
5.

5
32

,5
39

1.
9

33
,5

58
3.

1
41

,9
32

25
.0

42
,4

94
1.

3

12
12

,0
79

0.
0

12
,0

79
0.

0
12

,0
79

0.
0

12
,0

79
0.

0
12

,0
79

0.
0

12
,0

79
0.

0
12

,0
79

0.
0

12
,0

79
0.

0
12

,0
79

0.
0

12
,0

79
0.

0
12

,0
79

0.
0

13
13

,3
75

29
.9

11
,9

28
△

 1
0.

8
12

,1
92

2.
2

12
,6

58
3.

8
13

,8
43

9.
4

18
,2

13
31

.6
19

,8
66

9.
1

20
,4

60
3.

0
21

,4
79

5.
0

29
,8

53
39

.0
30

,4
15

1.
9

14
12

5,
46

5
△

 8
.3

11
5,

65
8

△
 7

.8
10

5,
90

4
△

 8
.4

96
,1

54
△

 9
.2

92
,8

79
△

 3
.4

15
3,

25
4

65
.0

14
5,

24
4

△
 5

.2
14

1,
27

3
△

 2
.7

24
1,

42
4

70
.9

23
1,

02
5

△
 4

.3
21

3,
41

6
△

 7
.6

下
 水

 道
 事

 業
 【

 漁
 業

 集
 落

 排
 水

 事
 業

 】
 投

 資
 ・

 財
 政

 
計
 
画
 
 
（
令
和
６
年
度
～
令
和
1
6
年
度
）

- 34 -

１
収

益
的

収
支

（
税

抜
）

行 番 号
区

　
　

　
　

　
　

分
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度
令

和
８

年
度

令
和

９
年

度
令

和
１

０
年

度
令

和
１

１
年

度

収 入

営
業

外
収

益

特
別

利
益 収

　
入

　
計

（Ａ
）

令
和

１
２

年
度

令
和

１
３

年
度

令
和

１
４

年
度

令
和

１
５

年
度

令
和

１
６

年
度

支 出

特
別

損
失

等

支
　

出
　

計
（Ｂ

）

２
資

本
的

収
支

（
税

込
）

行 番 号
区

　
　

　
　

　
　

分
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度
令

和
８

年
度

令
和

９
年

度
令

和
１

０
年

度
令

和
１

１
年

度

1

収 入

１
企

業
債

収
　

入
　

計
（Ａ

）

令
和

１
２

年
度

令
和

１
３

年
度

令
和

１
４

年
度

令
和

１
５

年
度

令
和

１
６

年
度

支 出

支
　

出
　

計
（Ｂ

）

収
入

額
が

支
出

額
に

不
足

す
る

額
（
Ａ

）
-
（
Ｂ

）

　
う

ち
基

準
外

繰
入

企
業

債
年

度
末

未
償

還
残

高

一
般

会
計

か
ら

の
繰

入
金

の
合

計

　
う

ち
基

準
内

繰
入

補
て

ん
財

源
残

高



[単
位

：千
円

、
％

]

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率

1
１

営
業

収
益

2,
07

1
△

 1
.7

2,
03

5
△

 1
.7

2,
02

2
△

 0
.6

1,
99

4
△

 1
.4

1,
96

6
△

 1
.4

1,
94

0
△

 1
.3

1,
91

3
△

 1
.4

1,
88

8
△

 1
.3

1,
86

3
△

 1
.3

1,
83

9
△

 1
.3

1,
81

6
△

 1
.3

2
(１

)
使

用
料

2,
07

1
△

 1
.7

2,
03

5
△

 1
.7

2,
02

2
△

 0
.6

1,
99

4
△

 1
.4

1,
96

6
△

 1
.4

1,
94

0
△

 1
.3

1,
91

3
△

 1
.4

1,
88

8
△

 1
.3

1,
86

3
△

 1
.3

1,
83

9
△

 1
.3

1,
81

6
△

 1
.3

3
(２

)
一

般
会

計
負

担
金

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

4
(３

)
そ

の
他

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

5
２

6,
08

3
6.

5
6,

03
4

△
 0

.8
6,

12
6

1.
5

6,
23

5
1.

8
6,

34
6

1.
8

6,
45

7
1.

7
6,

57
1

1.
8

6,
68

6
1.

8
6,

80
2

1.
7

6,
91

9
1.

7
7,

03
9

1.
7

6
(１

)
一

般
会

計
負

担
金

・補
助

金
5,

39
9

7.
4

5,
34

8
△

 0
.9

5,
44

0
1.

7
5,

54
9

2.
0

5,
66

0
2.

0
5,

77
1

2.
0

5,
88

5
2.

0
6,

00
0

2.
0

6,
11

6
1.

9
6,

23
3

1.
9

6,
35

3
1.

9

7
(２

)
長

期
前

受
金

戻
入

益
68

4
△

 0
.3

68
6

0.
3

68
6

0.
0

68
6

0.
0

68
6

0.
0

68
6

0.
0

68
6

0.
0

68
6

0.
0

68
6

0.
0

68
6

0.
0

68
6

0.
0

8
(３

)
そ

の
他

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

9
３

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

10
8,

15
4

4.
3

8,
06

9
△

 1
.0

8,
14

8
1.

0
8,

22
9

1.
0

8,
31

2
1.

0
8,

39
7

1.
0

8,
48

4
1.

0
8,

57
4

1.
1

8,
66

5
1.

1
8,

75
8

1.
1

8,
85

5
1.

1

11
１

営
業

費
用

7,
53

2
5.

2
7,

47
8

△
 0

.7
7,

58
7

1.
5

7,
69

9
1.

5
7,

81
3

1.
5

7,
92

9
1.

5
8,

04
8

1.
5

8,
16

9
1.

5
8,

29
2

1.
5

8,
41

7
1.

5
8,

54
6

1.
5

12
(１

)
人

件
費

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

13
(２

)
経

費
5,

52
5

7.
2

5,
47

1
△

 1
.0

5,
58

0
2.

0
5,

69
2

2.
0

5,
80

6
2.

0
5,

92
2

2.
0

6,
04

1
2.

0
6,

16
2

2.
0

6,
28

5
2.

0
6,

41
0

2.
0

6,
53

9
2.

0

14
(３

)
減

価
償

却
費

等
2,

00
7

0.
0

2,
00

7
0.

0
2,

00
7

0.
0

2,
00

7
0.

0
2,

00
7

0.
0

2,
00

7
0.

0
2,

00
7

0.
0

2,
00

7
0.

0
2,

00
7

0.
0

2,
00

7
0.

0
2,

00
7

0.
0

15
２

営
業

外
費

用
（支

払
利

息
な

ど
）

62
2

△
 5

.3
59

1
△

 5
.0

56
1

△
 5

.1
53

0
△

 5
.5

49
9

△
 5

.8
46

8
△

 6
.2

43
6

△
 6

.8
40

5
△

 7
.1

37
3

△
 7

.9
34

1
△

 8
.6

30
9

△
 9

.4

16
３

0
皆

減
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

17
8,

15
4

4.
3

8,
06

9
△

 1
.0

8,
14

8
1.

0
8,

22
9

1.
0

8,
31

2
1.

0
8,

39
7

1.
0

8,
48

4
1.

0
8,

57
4

1.
1

8,
66

5
1.

1
8,

75
8

1.
1

8,
85

5
1.

1

18
当

年
度

純
利

益
（税

抜
）（

Ａ
）-

（Ｂ
）

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率
見

込
額

伸
率

見
込

額
伸

率

50
0

皆
増

50
0

0.
0

60
0

20
.0

70
0

16
.7

70
0

0.
0

80
0

14
.3

90
0

12
.5

1,
00

0
11

.1
1,

10
0

10
.0

1,
20

0
9.

1
1,

30
0

8.
3

2
２

国
庫

補
助

金
等

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

3
３

そ
の

他
（一

般
会

計
出

資
金

な
ど

）
54

△
 4

5.
5

94
74

.1
56

△
 4

0.
4

19
△

 6
6.

1
88

36
3.

2
64

△
 2

7.
3

40
△

 3
7.

5
23

△
 4

2.
5

12
△

 4
7.

8
7

△
 4

1.
7

9
28

.6

4
55

4
45

9.
6

59
4

7.
2

65
6

10
.4

71
9

9.
6

78
8

9.
6

86
4

9.
6

94
0

8.
8

1,
02

3
8.

8
1,

11
2

8.
7

1,
20

7
8.

5
1,

30
9

8.
5

5
１

建
設

改
良

費
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

6
２

リ
ー

ス
債

務
支

払
額

等
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

7
３

企
業

債
償

還
金

1,
87

7
3.

2
1,

91
5

2.
0

1,
97

7
3.

2
2,

04
0

3.
2

2,
10

9
3.

4
2,

18
5

3.
6

2,
26

1
3.

5
2,

34
4

3.
7

2,
43

3
3.

8
2,

52
8

3.
9

2,
63

0
4.

0

8
1,

87
7

3.
2

1,
91

5
2.

0
1,

97
7

3.
2

2,
04

0
3.

2
2,

10
9

3.
4

2,
18

5
3.

6
2,

26
1

3.
5

2,
34

4
3.

7
2,

43
3

3.
8

2,
52

8
3.

9
2,

63
0

4.
0

9
1,

32
3

△
 2

3.
1

1,
32

1
△

 0
.2

1,
32

1
0.

0
1,

32
1

0.
0

1,
32

1
0.

0
1,

32
1

0.
0

1,
32

1
0.

0
1,

32
1

0.
0

1,
32

1
0.

0
1,

32
1

0.
0

1,
32

1
0.

0

10
78

2
0.

0
78

2
0.

0
78

2
0.

0
78

2
0.

0
78

2
0.

0
78

2
0.

0
78

2
0.

0
78

2
0.

0
78

2
0.

0
78

2
0.

0
78

2
0.

0

11
5,

45
3

6.
4

5,
44

2
△

 0
.2

5,
49

6
1.

0
5,

56
8

1.
3

5,
74

8
3.

2
5,

83
5

1.
5

5,
92

5
1.

5
6,

02
3

1.
7

6,
12

8
1.

7
6,

24
0

1.
8

6,
36

2
2.

0

12
1,

97
7

0.
0

1,
97

7
0.

0
1,

97
7

0.
0

1,
97

7
0.

0
1,

97
7

0.
0

1,
97

7
0.

0
1,

97
7

0.
0

1,
97

7
0.

0
1,

97
7

0.
0

1,
97

7
0.

0
1,

97
7

0.
0

13
3,

47
6

10
.4

3,
46

5
△

 0
.3

3,
51

9
1.

6
3,

59
1

2.
0

3,
77

1
5.

0
3,

85
8

2.
3

3,
94

8
2.

3
4,

04
6

2.
5

4,
15

1
2.

6
4,

26
3

2.
7

4,
38

5
2.

9

14
30

,0
76

△
 4

.4
28

,6
61

△
 4

.7
27

,2
84

△
 4

.8
25

,9
44

△
 4

.9
24

,5
35

△
 5

.4
23

,1
50

△
 5

.6
21

,7
89

△
 5

.9
20

,4
45

△
 6

.2
19

,1
12

△
 6

.5
17

,7
84

△
 6

.9
16

,4
54

△
 7

.5

下
 水

 道
 事

 業
 【

 特
 定

 地
 域

 生
 活

 排
 水

 処
 理

 事
 業

 （
 浄

 化
 槽

 事
 業

 ）
】
投
 
資
 
・
 
財
 
政
 
計
 
画
 
 
（
令
和
６
年
度
～
令
和
1
6
年
度
）

令
和

６
年

度
令

和
７

年
度

令
和

８
年

度
令

和
９

年
度

令
和

１
０

年
度

令
和

１
１

年
度

- 35 -

１
収

益
的

収
支

（
税

抜
）

行 番 号
区

　
　

　
　

　
　

分

支 出

特
別

損
失

等

支
　

出
　

計
（Ｂ

）

２
資

本
的

収
支

（
税

込
）

行 番 号
区

　
　

　
　

　
　

分

支 出収 入

営
業

外
収

益

特
別

利
益 収

　
入

　
計

（Ａ
）

令
和

１
２

年
度

令
和

１
３

年
度

令
和

１
４

年
度

令
和

１
５

年
度

令
和

１
６

年
度

令
和

１
１

年
度

1

収 入

１
企

業
債

収
　

入
　

計
（Ａ

）

令
和

１
２

年
度

令
和

１
３

年
度

令
和

１
４

年
度

令
和

１
５

年
度

令
和

１
６

年
度

令
和

６
年

度
令

和
７

年
度

令
和

８
年

度
令

和
９

年
度

令
和

１
０

年
度

支
　

出
　

計
（Ｂ

）

収
入

額
が

支
出

額
に

不
足

す
る

額
（
Ａ

）
-
（
Ｂ

）

　
う

ち
基

準
外

繰
入

企
業

債
年

度
末

未
償

還
残

高

一
般

会
計

か
ら

の
繰

入
金

の
合

計

　
う

ち
基

準
内

繰
入

補
て

ん
財

源
残

高



- 36 - 

 

第６章 経営戦略の事後検証・更新等に関する事項            

 

 本経営戦略は、令和 7年度から令和 16年度までの 10年間における、下水道事業の方向性を示してお

り、今後は本経営戦略に基づいて運営を行っていきます。 

 計画を着実に実行するために、PDCAサイクルを活用し、モニタリングにより進捗状況を管理すること

で、定期的に計画の見直しを行いながら事業を実施していきます。     

なお、経営戦略策定後に、広域化や民間活用などの新たな経営健全化策や、料金見直しにおける財源

確保などへの取組が具体化した場合などは、その内容を反映させるため随時見直しを行い、サービスの

向上と経営改善に努めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【PDCAサイクルとは】 

計画の策定(Plan)、事業の推進(Do)、目標達成状況の確認(Check)、改善の検討(Action)という 

４つの項目を循環させ、当初の計画や事業推進に伴う問題点、事業の有効性等を明確にし、定期的 

に経営戦略の見直しを行います。 
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第７章 経費回収率向上に向けたロードマップ 

 

国土交通省「下水道事業における収支構造適正化に向けた取組の推進について」に基づき、公共下

水道事業の経費回収率の向上に向けたロードマップを以下に示します。 

本市の下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、漁

業集落排水事業、浄化槽事業のセグメントで構成されています。会計全体では令和５年度決算時点で

経費回収率は 94.65％となっていますが、公共下水道事業は 95.4％となっています。 

経費回収率の向上に向けて、引き続き施設の統廃合・官民連携・広域化共同化などを推進し、徹底

したコスト削減により汚水処理費の削減を図るほか、水洗化率 100％に向けた取組として、広報等で

の周知、未接続家屋所有者への接続依頼などを積極的に実施し、使用料の増収を図ってまいります。ま

た、未利用地の活用や、広告収入の検討など新たな収入確保に努めてまいります。 

今後も、持続可能な事業運営に向け、経営状況、社会情勢等を見極めながら、５年ごとに事業の進

捗状況等に伴う経営戦略の見直しと下水道使用料の適正な在り方について検討を行ってまいります。 

 

 

年度

項目

経営戦略計画期間

経営戦略見直し ◎ ◎ ◎

見直し後の計画期間

使用料の在り方の検討 ◎ ◎

経常収支比率 100.90% 100%以上

水洗化率 97.2% 97.6% 98.0%

※経常収支比率・水洗化率ともに公共下水道事業分

R9R5 R6 R7 R8 R16R10 R11 R12 R13 R14 R15






